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１ 理事長によるメッセージ 

  横浜市立大学の源流は、1882（明治 15）年に創設された横浜商法学校までさかのぼることができます。明治の早い時期

に商業学校が設立されたのは、横浜が当時の日本における第一の貿易港であり、国際商業都市であったことによります。

その後、1928（昭和３）年に横浜市立横浜商業専門学校（Y 専）が設立され、ここが横浜市立大学の創立年とされていま

す。そして、1949（昭和 24）年に、横浜市立医学専門学校と合わせて、新制大学として発足。以来、開国・開港の地、横

浜にふさわしく、開放的で国際性、進取性に富む学風は、横浜市立大学の伝統として今も受け継がれ、実践力のある数多

くの優れた人材を輩出しています。 

令和６年度は第４期中期計画の２年目として、「計画達成に向けた取組を加速させる重要な年」と位置づけ、着実に取

組を進めました。 

 

２ 法人の目的・業務内容 

(1) 目的 

公立大学法人横浜市立大学は、自主的かつ自律的な経営のもとに、国際都市・横浜にふさわしい国際性 、創造性及

び倫理観を有する人材を育成し、卓越した知的資源の開発に努め、もって横浜市民及び地域社会はもとより、世界に貢

献することを目指す大学を設置し、及び管理することを目的とする。 

 

(2) 業務 

ア 大学を設置し、これを経営すること。 

イ 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

ウ 法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外の者との連携による教育研究  

活動を行うこと。 

エ 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

オ 教育研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

カ 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

 

３ 法人の位置付け及び役割（大学の理念、基本方針） 

  横浜市立大学は、大学の理念である YCU ミッションに基づき、教育と研究の一体化を推進しながら、豊かな教養、豊か

な人間性、倫理観を養う人間教育の場とし、「横浜から世界へ羽ばたく」人材育成と知の創生・発信に取り組む。 

また、市民をはじめとする地域社会から、本学の教育・研究・医療が必要とされることを存在意義と考え、本学の魅力

を一層高めつつ、学生・市民・社会に対して本学が有する知的・医療資源を積極的に還元する。 

 

(1) YCU ミッション 

国際都市横浜と共に歩み、教育・研究・医療分野をリードする役割を果たすことをその使命とし、社会の発展に寄与

する市民の誇りとなる大学を目指す。 
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(2) 大学の基本方針 

・横浜から世界へ羽ばたく人材育成 

・知の創生・発信 

・知的・医療資源の還元 

 

４ 中期目標 

第４期中期目標（令和５年４月１日から令和 11 年３月 31 日までの６年間）は「横浜市が大学を有する意義」を改めて

認識し、学生、市民、企業など様々なステークホルダーからの信頼を得て、横浜市立大学が横浜市における「人材育成、

社会変革及びイノベーションの拠点」として、その役割を発揮できるよう、設立団体である横浜市が策定した。 

各分野における目標の項目は次のとおりである。 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳細については、第４期中期目標をご確認ください。 

（URL：https://www.yokohama-cu.ac.jp/univ/corp/plan/index.html） 

 

５ 中期計画及び年度計画 

 本法人は、中期目標を達成するための中期計画と当該計画に基づく年度計画を作成している。 

※詳細については、第４期中期計画及び令和６年度年度計画をご確認ください。 

（URL: https://www.yokohama-cu.ac.jp/univ/corp/plan/index.html） 

 

６ 持続的に適正なサービスを提供するための源泉 

(1) 資本金の状況 

   １８，９５８，７３１，７５１円 （全額 横浜市出資） 

 

(2) 役員の状況 

役員の定数は公立大学法人横浜市立大学定款第８条により、理事長１人、副理事長２人以内、理事 10 人以内及び監

事２人としている。任期は、公立大学法人横浜市立大学定款第 13 条の定めるところによる。 

第１ 中期目標の期間等 

第２ 業務の質の向上に関する目標 

  

  

１ 教育 

２ 研究 

３ 医療 

４ 学生支援 

５ 地域貢献 

６ グローバル展開 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

第４ 財務内容の改善に関する目標 

第５ その他業務運営に関する重要事項に関する目標 

第６ 自己点検及び評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する目標 
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（令和７年５月１日現在）   

理事・監事はそれぞれ 50 音順 

 

(3)  会計監査人の名称及び報酬 

会計監査人は有限責任監査法人トーマツであり、当該監査法人及び当該監査法人と同㇐のネットワークに属する者  

に対する、当事業年度の当法人の監査証明業務に基づく報酬の額は、1,380 万円(税抜)です。 

 

(4) 職員の状況（令和７年５月１日現在）  

教員８３０人、 職員２，５４５人 

 

７ 業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

(1) 財務諸表に不正による重要な虚偽の表示が行われる可能性があるというリスクについて理事者の評価 

研究費に関して、架空発注による預け金等の不正が行われた場合には、財務諸表が適正な数値を表示しないことや不

祥事の発生に伴う大学の信用失墜等のリスクがあると認識している。本学の対応として、業者に発注した物品等の納品

に対して、原則、検収センターによる第三者検収を行っている。また、一部の委託業務やアルバイト謝金、出張等、第

三者検収の例外となるものについては、内部監査によるモニタリングを実施している。 

 

(2) 内部統制上の懸念点や脆弱性（調達、研究費、情報管理等） 

研究費をはじめとする経費執行に関し、架空発注等の不正が行われた場合には、不祥事の発生に伴う大学の信用失墜

等のリスクがあると認識している。 

本学には教員、医師、医療従事職員、事務職員等、様々な職種の者が在籍しているが、コンプライアンス意識や情報

役 職 分 掌 氏 名 就任年月日 現 職 

理事長 
 

近野 真一 令和６年４月１日  

副理事長 
 

石川 義弘 令和６年４月１日 学長 

理事 
教育・研究 

(医学群) 稲葉 裕 令和７年４月１日 副学長 

理事 医療・病院経営 遠藤 格 平成６年４月１日 附属病院長 

理事 
教育・研究 

(国際総合科学群) 橘 勝 令和６年４月１日 副学長 

理事 法人経営 松井 達也 令和６年４月１日 事務局長 

理事 

（非常勤） 
経営全般 井伊 雅子 令和６年６月１日 

一橋大学 大学院  経済研究科  教授 

一橋大学 大学院  国際・公共政策大学院  教授 

理事 

（非常勤） 
経営全般 原口 淳 令和７年４月１日 横浜市立大学後援会 会長 

理事 

（非常勤） 
経営全般 原田 一之 平成26年４月１日 

京浜急行電鉄株式会社 

取締役会長（代表取締役） 

理事 

（非常勤） 経営全般 藤井 謙宗 令和７年４月１日 株式会社横浜スタジアム 代表取締役社長 

理事 

（非常勤） 
経営全般 増住 敏彦 令和６年９月１日  

監事 

（非常勤） 
 岡 研三 令和５年９月１日 公認会計士・公認不正検査士 

監事 

（非常勤） 
 左部 明宏 令和５年９月１日 弁護士 
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管理といった重要なルールが隅々まで浸透していない場合には、事件や不祥事等の発生リスクが増大すると懸念して

いる。 

 

(3) 業務運営上のリスク管理 

リスクが顕在化した場合は、法人で一括して情報を集約し、原因分析を行うとともに、被害拡大の防止、再発防止策

の検討、公表などの各種対応を行っている。 

一方で潜在的なリスクへの対応として、各種業務執行におけるリスクについて、あらかじめ対応策を検討、実施する   

ことにより、リスクの顕在化を防ぐとともに、リスクが顕在化した際の影響度の低減を図るため、事務職を対象に「リ

スクマップ」を作成・更新するなど、業務運営上のリスクマネジメントを進めている。今後は、引き続き作成したリス

クマップの精度を高め、再発防止等適切なリスク対策に繋げていく。 

 

８ 業績の適正な評価の前提情報 

本学は、５学部６研究科を有する公立大学であり、横浜市内唯一の医学部を有する大学として、附属２病院を有し、横

浜市内の医療の中核を担っている。大学の特長としては データサイエンス×医学で社会課題解決に挑む世界が認める卓

越した研究力を有している。 

  国際総合科学群（４学部５研究科） 

医学群（医学部、医学研究科） 

附属病院（許可病床 671 床 地域がん診療連携拠点病院、神奈川県エイズ治療拠点病院等） 

附属市民総合医療センター（許可病床 655 床 高度救命救急センター、総合周産期母子医療センター等） 

（令和７年５月１日現在） 
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９ 業務の成果 

  令和６年度業務実績の自己評価は以下のとおりである。 

※令和６年度の業務実績の詳細は、大学の Web サイトに掲載されている業務実績報告書をご確認ください。 

URL：https://www.yokohama-cu.ac.jp/univ/corp/plan/index.html 

項目 自己評価(※) 

Ⅰ 教育  

  

1 新たな時代を見据えた教育の提供 B 

2 ５学部６研究科における教育の充実 A 

3 時代に即した学修環境・学生支援の提供 B 

4 多様で優秀な人材の獲得と輩出 B 

5 社会人の学び直し B 

Ⅱ 研究  

  

1 先進的・学際的研究等の推進 B 

2 オープンイノベーションの推進 S 

3 研究基盤の強化及び支援体制の整備 B 

Ⅲ 医療    

  

1 患者本位の医療の提供と患者安全の取組 B 

2 質の高い医療の提供 A 

3 政策的医療への貢献、地域医療の推進 A 

4 明日を担う質の高い医療人材の育成と活用 B 

Ⅳ 法人経営   

  

1 経営改革を強力に推進するガバナンスの強化 B 

2 不断の経営改革及び持続可能な経営のための自己収入確保 C 

3 コンプライアンス推進、リスクマネジメントの確立 B 

4 教職員エンゲージメントの向上 B 

5 ＹＣＵの価値向上 B 

6 課題解決を目指した地域社会との協働の推進 B 

7 医学部・病院再整備事業及び統合を見据えた取組の推進 B 

8 環境への配慮や交流を意識したキャンパス作り B 

Ⅵ 自己点検及び評価 B 

※ 自己評価の凡例 

S：計画を大きく上回って実施している、または特筆すべき状況にある 

A：計画を上回って実施している 

B：【標準】計画どおり実施している 

C：計画を十分に実施していない 

D：重大な改善事項がある 
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10 予算と決算との対比 

 

（注１）本表の数値は単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳の計が一致しない場合がある。 

（注２）雑収入の減は、大学における補助金収入の減等によるものである。 

（注３）目的積立金取崩額の減は、光熱水費執行額の減等によるものである。 

（注４）長期貸付金の減は、看護学生修学資金貸与者数の減によるものである。 

（注５）受託研究費等の減は、受託研究支出の減等によるものである。 
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11 財務諸表（要約） 

（１）要約した財務諸表 

① 貸借対照表 

 

※本表の数値は単位未満を切捨てしているため、合計と内訳の計が一致しない場合がある。 

② 損益計算書 

 

 ※本表の数値は単位未満を切捨てしているため、合計と内訳の計が一致しない場合がある。 

金額 金額

土地 18,958 長期繰延補助金等 4,573

建物・構築物 12,191 長期借入金 3,000

工具器具備品（医療機器含） 8,832 退職給付引当金 10,183

図書 1,281 長期リース債務 437

その他 144 その他 122

有形固定資産合計 41,408 固定負債合計 18,317

310 寄附金債務 1,282

投資有価証券 394 前受受託研究費等 1,690

長期貸付金 96 一年以内返済予定長期借入金 1,500

長期前払費用 11 未払金 9,573

長期性預金 1,700 短期リース債務 633

預託金・敷金保証金 13 その他 1,079

投資その他の資産合計 2,216 流動負債合計 15,759

43,935 34,076

11,524 資本金 18,958

3 資本剰余金 7,052

12,007 前中期目標期間繰越積立金 4,693

882 当期未処理損失 ▲1,539

医薬品及び診療材料 1,371 積立金 6,673

前渡金 104 利益剰余金合計 9,827

その他 175 その他有価証券評価差額金 89

26,068 35,927

70,004 70,004

（単位：百万円）

資

産

の

部

固

定

資

産

有

形

固

定

資

産

負

債

の

部

固

定

負

債

無形固定資産合計

流

動

負

債

投

資

そ

の

他

の

資

産

固定資産合計① 負債合計③

流

動

資

産

現金及び預金

純

資

産

の

部

未収学生納付金収入

資産合計（①＋②）

未収附属病院収入

その他未収金

純資産合計④流動資産合計②

負債純資産合計（③＋④）

利

益

剰

余

金

（単位：百万円）

金額

教育経費 1,900

研究経費 2,572

診療経費 45,062

教育研究支援経費 450

受託研究費等 2,278

人件費 38,170

90,434

1,520

91,955

12,383

3,217

67,750

2,887

1,739

796

1,655

90,431

69

5

48

▲ 1,539

経 常 費 用 合 計

科目

経
常
費
用

業
務
費

業務費合計

一般管理費等

経
常
収
益

運営費交付金収益

授業料収益等

附属病院収益

受託研究等収益

補助金等収益

寄附金収益

雑益等

経 常 収 益 合 計

臨時損失

臨時利益

前中期目標期間繰越積立金取崩額

当 期 総 損 失
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③ 純資産変動計算書 

 

※本表の数値は単位未満を切捨てしているため、合計と内訳の計が一致しない場合がある。 

④ キャッシュ・フロー計算書 

 

   ※本表の数値は単位未満を切捨てしているため、合計と内訳の計が一致しない場合がある。 

 

（２）財務諸表の科目 

  ① 貸借対照表   

有形固定資産 土地、建物、構築物等、公立大学法人が長期にわたって使用する有形の固定資

産。 

その他（有形固定資産） 美術品・収蔵品、車両運搬具、建設仮勘定等が該当。 

無形固定資産 ソフトウェア、電話加入権など、公立大学法人が長期にわたって使用又は利用

する具体的な形態を持たない固定資産。 

現金及び預金 現金と預金（普通預金、通知預金及び一年以内に満期又は償還日が訪れる定期

預金等）の合計額。 

その他（流動資産） 棚卸資産、前払費用、立替金、未収収益等が該当。 

長期借入金 事業資金の調達のため設立団体から借り入れた長期借入金。 

（単位：百万円）

Ⅰ 資本金 Ⅱ 資本剰余金 Ⅲ 利益剰余金 Ⅳ 評価・換算差額等 純資産合計

当期首残高 19,047 6,592 12,092 93 37,825

　Ⅰ 資本金の当期変動額 ▲88 - - - ▲88

　Ⅱ 資本剰余金の当期変動額 - 460 - - 460

　Ⅲ 利益剰余金の当期変動額 - - - - -

　（１）利益の処分又は損失の処理 - - - - -

　（２）その他 - - ▲2,265 - ▲2,265

　Ⅳ 評価・換算差額等の当期変動額（純額） - - - ▲3 ▲3

当期変動額合計 ▲88 460 ▲2,265 ▲3 ▲1,897

当期末残高 18,958 7,052 9,827 89 35,927

（単位：百万円）

金額

4,809

原材料、商品又はサービスの購入による支出 ▲ 46,967

人件費支出 ▲ 37,573

過年度補助金返還支出 ▲ 45

運営費交付金収入 12,383

附属病院収入 67,126

補助金等収入 3,213

その他 6,673

▲ 7,044

▲ 816

▲ 3,051

13,575

10,524

Ⅴ 資金期首残高

Ⅵ 資金期末残高

Ⅳ 資金増加額

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
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退職給付引当金 教職員の退職給付に備えるため、事業年度末の退職給付債務の見込額に基づき

計上した引当金。 

長期リース債務 ファイナンス・リース取引により生じた負債のうち、一年以内に支払期限が到

来しない債務。 

固定負債（その他） 長期寄附金債務等が該当。 

運営費交付金債務 設立団体から交付された運営費交付金の未使用相当額。 

寄附金債務 奨学寄附金を含む寄附金のうち、未使用相当額。 

流動負債（その他） 未払費用、前受金、未払消費税等、預り金等が該当。 

資本金 設立団体からの出資相当額。 

資本剰余金 設立団体から特定の資産に係る費用相当額の会計処理を行うこととされた償却

資産や、中期計画の想定の範囲内で取得した非償却資産等の相当額。 

利益剰余金 公立大学法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 

 

② 損益計算書 

業務費 公立大学法人の業務に要した経費。 

教育経費 公立大学法人の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。 

研究経費 公立大学法人の業務として行われる研究に要した経費。 

診療経費 附属病院における診療報酬の獲得が予定される行為等に要した経費。 

教育研究支援経費 法人全体の教育及び研究の双方を支援するために設置されている施設又は組織

であって学生及び教員の双方が利用するものの運営に要する経費。 

受託研究費等 受託研究、共同研究、受託事業、共同事業の実施に要した経費の合計。 

人件費 公立大学法人の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。 

一般管理費 公立大学法人の管理運営を行うために要した経費。 

運営費交付金収益 運営費交付金のうち、当事業年度の収益として認識した相当額。 

授業料収益等 授業料収益、入学金収益、検定料収益の合計額。 

附属病院収益 附属病院における診療行為により獲得した収益。 

受託研究等収益 受託研究、共同研究、受託事業、共同事業にかかる収益。 

補助金等収益 受け入れた補助金を費用に充当した収益。 

寄附金等収益 受け入れた寄附金を費用に充当した収益。 

長期繰延補助金等 会計基準改正により令和５年度から補助金で取得した資産のみ名称を変更し資

産見返制度を継続しているため、補助金で取得した資産の減価償却に応じて収

益に振り替える会計処理のための科目。 

雑益等 財産貸付料収入、業務運営手数料、駐車場収入等。 

前中期目標期間繰越積立金

取崩額 

前事業年度以前における剰余金のうち、教育研究及び診療の質の向上並びに組

織運営の改善に充てることを承認された積立金の取崩額。 
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 ③ 純資産変動計算書 

  当期末残高は、貸借対照表の純資産の部に記載されている残高。 

   

④ キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシ

ュ・フロー 

原材料、商品またはサービスの購入による支出、人件費支出及び運営費交付金

収入等の、公立大学法人の通常の業務の実施に係る資金の収支状況を表す。 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 

固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出等の将来に向けた運営基

盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況を表す。 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 

増減資による資金の収入・支出及び借入れ・返済による収入・支出等、資金の

調達及び返済等に係る資金の収支状況を表す。 

 

 

12 財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況の理事長による説明情報 

(1) 貸借対照表 

（資産の部） 

令和６年度末現在の資産合計は、前年度比 1,933 百万円（特に断らない限り前年度比）減の 70,004 百万円となっ

ている。主な減少要因としては、現金及び預金の減（▲3,051 百万円）が挙げられる。主な増加要因としては、建物

構築物の増（+2,356 百万円）が挙げられる。 

（負債の部） 

令和６年度末現在の負債合計は、35 百万円減の 34,076 百万円となっている。主な減少要因としては、預り補助金

等の減（▲1,695 百万円）が挙げられる。主な増加要因としては、補助金で取得した資産の減価償却に応じて収益に

振り替える長期繰延補助金等の増（＋1,360 百万円）が挙げられる。 

（純資産の部） 

令和６年度末現在の純資産合計は、1,897 百万円減の 35,927 百万円となっている。主な増加要因としては、前中期

目標期間繰越積立金（目的積立金）を活用して購入した固定資産の取得等による資本剰余金の増（+460 百万円）が挙

げられる。主な減少要因としては、当期総損失の発生に伴う当期未処理損失の計上(▲1,539 百万円)が挙げられる。 

 

(2) 損益計算書 

  （経常費用） 

    経常費用は 3,238 百万円増の 91,955 百万円となった。 

   主な増加要因としては、高額医薬品使用量や手術件数の増に伴う診療経費の増（+2,141 百万円）、人件費の増（+1,177

百万円）などが挙げられる。 

  （経常収益） 

    経常収益は 3,849 百万円増の 90,431 百万円となった。 

   主な増加要因としては、入院患者数等の増による附属病院収益の増（＋4,596 百万円）などが挙げられる。 

   主な減少要因としては、受託研究等収益の減（▲481 百万円）、運営交付金収益の減（▲150 百万円）が挙げられる。 

  （当期総損益） 

    経常損益は 611 百万円増の▲1,524 百万円となり、臨時損益▲64 百万円及び前中期目標期間繰越積立金取崩額 48
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百万円を計上した結果、令和６年度の当期総損益は 8,212 百万円減の▲1,539 百万円となっている。 

 

(3) 純資産変動計算書 

純資産の期末残高は 1,897 百万円減の 35,927 百万円となっている。主な減少要因としては利益剰余金の減（▲2,265

百万円）が挙げられる。主な増加要因としては、前中期目標期間繰越積立金（目的積立金）を活用して購入した固定資

産の取得等による資本剰余金の増（+460 百万円）が挙げられる。 

 

(4) キャッシュ・フロー計算書 

 （業務活動によるキャッシュ・フロー） 

   令和６年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 744 百万円減の 4,809 百万円となっている。 

  主な増加要因としては、附属病院収入の増（+3,736 百万円）が挙げられる。主な減少要因としては、原材料、商品又

はサービスの購入による支出の増（▲2,832 百万円）、人件費支出の増（▲1,525 百万円）が挙げられる。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   令和６年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 2,328 百万円減の▲7,044 百万円となっている。 

  主な減少要因としては、有形固定資産の取得による支出の増（▲1,875 百万円）、長期性預金の預入による支出の増（▲ 

600 百万円）が挙げられる。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   令和６年度の財務活動によるキャッシュ・フローは 261 百万円増の▲816 百万円となっている。 

  主な減少要因としては、リース債務の返済による支出の減（+269 百万円）が挙げられる。 

 

13 内部統制の運用に関する情報 

令和４年度から全学的なコンプライアンス推進部門として総務部にコンプライアンス推進担当を新たに設置し、不正 

を防止、発見又は抑制するための諸制度を整備し、運用している。 

さらに、令和６年度より法人の監査体制を強化するため、理事長直轄の「監査室」を新設した。 

※令和６年度の業務実績の詳細は、大学の Web サイトに掲載されている業務実績報告書をご確認ください。 

URL：https://www.yokohama-cu.ac.jp/policy/compliance.html 

 

(1) 内部統制システムの整備 

令和４年 12 月、内部統制システムに関する規程を制定し、内部統制担当理事である事務局長を中心として、各拠点

に統括責任者を配置し、各部局長を内部統制システムの主体となる内部統制推進責任者に位置付けるなど、内部統制シ

ステム推進体制を整備した。この内部統制システム推進体制のもと、モニタリングやリスクマネジメントを実施し、内

部統制システムが有効に機能しているかを継続的にチェックしている。 

 

(2) 監事監査・内部監査 

法人の各種業務の適法性や適正性の確保、業務の合理的かつ効率的な運営、不正発見・防止などの趣旨から、監査室

による内部監査及び、監事による監事監査を実施している。 
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(3) 内部通報制度 

法人における倫理及び法令違反行為の早期発見と是正を図り、学生及び職員等の利益の損失を最小限に抑え、適正な

職務の遂行を確保するとともに、正当に内部通報をした職員等が不利益な取扱を受けないように必要な措置を講じ、法

人の健全な経営に資することを目的として、内部通報制度を実施している。 

 

(4) コンプライアンス推進委員会 

理事長を委員長とするコンプライアンス推進委員会を半期に１回以上開催し、コンプライアンスの推進にかかる制

度の実施、運用等について協議するとともに、その点検及び評価を行っている。また、不祥事が起きない・起こりにく

い組織風土を醸成するための効果的な方針や施策等を議論し、法人全体で継続的かつ計画的な取り組みを実施してい

る。 

 

14 法人の基本情報 

(1) 沿革（令和７年５月１日時点） 

1928（昭和３年） ・横浜市立横浜商業専門学校（Y 専）設立 ※ 横浜市立大学創立年 

2005（平成 17 年） ・地方独立行政法人化（公立大学法人横浜市立大学発足） 

・商学部、国際文化学部、理学部を統合し、国際総合科学部を設置 

・医学部看護学科を設置 

・経営学研究科、経済学研究科、総合理学研究科、国際文化研究科を統合し、 

大学院国際総合科学研究科を設置 

・附属病院及び附属市民総合医療センターを医学部附属から大学附属とする 

2009（平成 21 年） ・大学院国際総合科学研究科を再編し、都市社会文化研究科 

生命ナノシステム科学研究科、国際マネジメント研究科を設置 

2010（平成 22 年） ・大学院医学研究科看護学専攻（修士課程）を設置 

2013（平成 25 年） ・大学院生命医科学研究科（博士前期課程・博士後期課程）を設置 

2018（平成 30 年） ・データサイエンス学部を設置 

・大学院医学研究科看護学専攻（博士後期課程）を設置 

2019（平成 31 年） ・国際総合科学部を再編し、国際教養学部、国際商学部、理学部を設置 

2020（令和２年） ・データサイエンス研究科データサイエンス専攻（博士前期課程・博士後期課程）  

    データサイエンス研究科ヘルスデータサイエンス専攻（博士前期課程）を設置 

2023（令和５年） ・データサイエンス研究科ヘルスデータサイエンス専攻（博士後期課程）を設置 

      ※ 法人化前の沿革の詳細については、大学 Web サイトをご確認ください。 

     URL: https://www.yokohama-cu.ac.jp/univ/outline/history/index.html 

 

(2) 設立の根拠となる法律名 

地方独立行政法人法 

 

(3) 設立団体 

     横浜市 
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(4) 事務所等の所在地 

 

(5) 学部等の構成                               (令和７年５月１日現在) 

（学部） 

 国際教養学部 

 国際商学部 

理学部 

データサイエンス学部 

医学部 

 

（大学院） 

 都市社会文化研究科 

 国際マネジメント研究科 

生命ナノシステム科学研究科 

生命医科学研究科 

データサイエンス研究科 

 医学研究科 

 

(6) 学生の状況                                (令和７年５月１日現在) 

総学生数          ５，２７５人 

  学部学生         ４，３０９人 

  修士課程           ４０５人 

  博士課程           ５６１人 

学部交換留学生          ３６人  

科目等履修生            ８人 

聴講生(特別聴講学生)        ４人 

研究生              １８人 

 

(7) 主要な関連公益法人等の状況 

・公益財団法人横浜学術教育振興財団 

・一般財団法人横浜総合医学振興財団 

※ 詳細については、財務諸表をご参照ください。 

 

 

 

施 設 住 所 

金沢八景キャンパス 神奈川県横浜市金沢区瀬戸２２－２ 

福浦キャンパス 神奈川県横浜市金沢区福浦３－９ 

鶴見キャンパス 神奈川県横浜市鶴見区末広町１－７－２９ 

木原生物学研究所 神奈川県横浜市戸塚区舞岡町６４１－１２ 

みなとみらいサテライトキャンパス 神奈川県横浜市西区みなとみらい２-２-１ 横浜ランドマークタワー７階 

大学附属病院 神奈川県横浜市金沢区福浦３－９ 

大学附属市民総合医療センター 神奈川県横浜市南区浦舟町４－５７ 

次世代臨床研究センター 神奈川県横浜市金沢区福浦１－１－１横浜金沢ハイテクセンター・テクノコア５階 
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15 参考情報   

(1) 予算・決算 

https://www.yokohama-cu.ac.jp/univ/corp/finance/index.html 

(2) 中期目標・中期計画・年度計画 

https://www.yokohama-cu.ac.jp/univ/corp/plan/index.html 

(3) コンプライアンス推進体制 

https://www.yokohama-cu.ac.jp/policy/compliance.html 
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Ⅰ 教育 

１  新たな時代を 見据えた教育の提供

【 １ 】 教育の質保証

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標 

①教学Ｉ Ｒ 活動、 Ｆ Ｄ ・ Ｓ Ｄ 活動の推進（ ＊重点）

➀高等教育推進センタ ー教学 IR 部門では学修成果等の教育の質保証に関わる 分

析を行い、 FD・ SD 部門では教学 IR と 連動し た研修会を実施する など、 全学と

し て取組を推進し た。

②学生視点を取り 入れた教育の質保証の推進

②医学科で実施し ている 学生参加の会議を参考と し ながら 、国際総合科学群の学

部、 看護学科においても 、 新入生研修の内容や試験期間等のス ケジュ ール、 学習

環境等について、 学生の声を取り 入れた教育改善を行った。

③医学教育分野別評価受審を通じ た医学教育の質保証の推進

③医学教育分野別認証評価にて上位評価と なる「 ７ 年間の更新」が認定さ れた（ 認

定期間 2024 年 10 月 1 日～2031 年 9 月 30 日）。 評価を踏ま え、 更なる 医学教

育充実のために医学教育センタ ー内で指摘事項の改善を進めた。

定量的指標 

④教学Ｉ Ｒ と 連動し たＦ Ｄ 実施回数（ ＊中期）: 1 回/年
④2 回/年（ 9 月 20 日「 学生アンケート の活用」、 3 月 21 日「 なぜ医学部に教学

IR が必要なのか」）

⑤Ｆ Ｄ ・ Ｓ Ｄ 受講率（ ＊中期）: 85％/年 ⑤教員受講率 87% /年（ 国総群の学部 86％、 医学科 86％、 看護学科 100％）
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【 䐶】 全学共通の教育の推進 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①グロ ーバル推進方針の策定及び展開（ Ⅶグ）  ➀学長 のリ ーダーシッ プのも と YCU グロ ーバル教育推進方針を策定・ 実施し た。 

②研究倫理教育の実施 

②【 国際教養学部】 ゼミ 毎にレポート 作成における 剽窃行為や不正行為の指導を

実施。 卒論作成時に、 ゼミ 毎に研究倫理の冊子を学生に配布し 、 研究倫理順守

の誓約書を提出 

【 国際商学部】 学部でのサーベイ 実験等のため、 アンケート 調査の事前審査等、

ゼミ 単位での指導を実施 

【 理学部】 各学年のオリ エンテーショ ン、 実習ガイ ダンス 及び研究室単位での指

導を実施 

【 データ サイ エンス 学部】 共通教養科目と し て主に１ 年次生を対象と し たデータ

サイ エンス 倫理を必修科目と し て実施。 Ｄ Ｓ 研究科では、 応用倫理学（ Ｄ Ｓ 専

攻）・ 研究倫理（ ＨＤ Ｓ 専攻） を必修科目と し て実施 

【 医学部】 医学科 4 年生を対象と し た研究倫理教育 e ラ ーニング受講率 100％

を達成。 医学科 1 年生のグループプロ グラ ム全体発表において、「 研究不正」

や「 医師の職業倫理」 に関する 学生発表を実施 

③医理連携など学部・ 研究科間での連携事業（ セミ ナーや講義の聴講、 早期履修

等） の実施 

③医理連携協議会を 3 回、 医理連携セミ ナーを 2 回(学生・ 教職員合計で 222 名

参加)開催し た。 医学科 4 年生を対象と し たリ サーチ・ ク ラ ーク シッ プで、 金沢

八景キャ ンパス 生命ナノ シス テム科学研究科及び鶴見キャ ン パス 生命医科学研

究科に計 3 名の学生を派遣し た。  
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定量的指標  

④学生満足度（ 共通教養カリ キュ ラ ム評価関連）（ ＊中期）: 83％/年 ④87% /年 

⑤学生満足度（ 各種留学プロ グラ ム）（ Ⅶグ）（ ＊新規）: 80％/年 ⑤89.6％/年（ ２ Q・ 夏季短期プロ グラ ム）、 89.0％/年（ 交換留学）  

⑥数理・ データ サイ エンス ・ Ａ Ｉ 教育プロ グラ ム（ リ テラ シーレベル） 履修率 

（ ＊中期）: 36％/年 

⑥49.1% /年（ 各学部のオリ エンテーショ ン等での説明、 学生への参加申請指導、

科目の見直し 等によ り 履修促進を実施）  

⑦領域横断型プロ グラ ム修了者数（ ＊中期）: 60 人/年 ⑦51 名/年 ※前年度修了者数 42 名 
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２  ５ 学部６ 研究科における 教育の充実 

【 䐷】〈 国際教養学部・ 国際商学部・ 理学部・ データ サイ エンス 学部〉  

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①社会の変化に対応する 知識や技能、 幅広い教養と 高い専門的能力、 グロ ーバル

な視点を養う 教育プロ グラ ムの提供（ Ⅶグ）（ ＊重点）  

➀ディ プロ マポリ シー・ カリ キュ ラ ムポリ シーを踏ま え、「 データ サイ エンス 人

材育成プロ グラ ム」 等の専門的プロ グラ ムや「 数理・ データ サイ エンス・ Ａ Ｉ 教

育プロ グラ ム」、「 YCU グロ ーバル・ ス タ ディ ーズ・ プロ グラ ム」 等の領域横断プ

ロ グラ ムを提供し た。 ま た、 ２ Ｑ交換留学、 長 期休暇等を利用し た短期留学又は

語学研修等を提供し た。  

②【 国際商学部】「 国際商学部データ サイ エンス 人材育成プロ グラ ム」 の「 数理・

データ サイ エンス ・ Ａ Ｉ 教育プロ グラ ム認定制度（ 応用基礎レ ベル）」 申請 
②申請し 承認さ れた。  

③【 理学部】・ 理学部に適し たデータ 科学教育の導入に向けて、 カリ キュ ラ ムの

検証及び必要に応じ た見直し の実施 

③副理学部長 を中心と する ワ ーキングを設置し 、 データ 関連科目（ シミ ュ レ ーシ

ョ ン・ イ ンフォ マティ ク ス ） カリ キュ ラ ム素案を作成し た。  

④【 データ サイ エンス 学部】 文部科学省「 大学・ 高専機能強化支援事業」 によ る

「 新データ サイ エンス 学部（ 仮称）」 に向けた検討準備（ ＊重点）  

④データ サイ エンス学部・ 研究科の収容定員増を見据えて、 教育課程の構想検討

し 、 履修プロ グラ ムの改定素案が完成し た。 ま た、 新規教員採用及び学内教員公

募、 なら びに施設改修を進めた。 本学の教育研究の基軸の一つと なる データ サイ

エンス 学部・ 研究科の体制強化・ 教育研究環境整備を進める こ と ができ た。  

定量的指標  

⑤学生満足度（ カリ キュ ラ ム評価関連）（ ＊中期）  87％/年 ⑤89% /年 
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⑥学生によ る 学修成果の評価状況（ カリ キュ ラ ム評価関連）（ ＊中期）  

a .自ら 課題を見つけ、 それを論理的に解決でき る 能力: 94％/年 

b.豊かな教養: 94％/年 

c.高い専門的能力: 84％/年 

d.国際的視野: 69％/年 

⑥a.自ら 課題を見つけ、 それを論理的に解決でき る 能力 96％/年 

b.豊かな教養 94％/年 

c.高い専門的能力 85％/年 

d.国際的視野 80％/年 

⑦【 国際教養学部】 ２ Ｑ 交換留学、 長 期休暇等を利用し た短期留学又は語学研修等（ オン

ラ イ ンを 含む） の経験者数（ Ⅶグ）: 135 名/年 
⑦193 名/年 

⑧【 国際商学部】 ２ Ｑ 交換留学、 長 期休暇等を利用し た短期留学又は語学研修等（ オン

ラ イ ンを 含む） の経験者数（ Ⅶグ）: 100 名/年 
⑧103 名/年 

⑨【 理学部】 ２ Ｑ 交換留学、 長 期休暇等を 利用し た短期留学又は語学研修等（ オンラ イ

ンを含む） の経験者数（ Ⅶグ）: 20 名/年 
⑨18 名/年 

⑩【 データ サイ エンス 学部】「 データ サイ エンス 人材育成プロ グラ ム」（ 数理・ データ サ

イ エンス ・ Ａ Ｉ 教育プロ グラ ム（ 応用基礎レ ベルプラ ス ） 認定） 受講者割合: 80％/年 
⑩89.2% /年 

 

【 䐸】〈 医学部〉  

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①医学教育分野別認証評価・ 医学（ ＊中期）  指摘事項の改善 

（ 令和５ 年度受審）  

➀医学教育分野別認証評価にて上位評価と なる「 ７ 年間の更新」が認定さ れた（ 認

定期間 2024 年 10 月 1 日～2031 年 9 月 30 日）。 評価を踏ま え、 更なる 医学教

育充実のために医学教育センタ ー内で指摘事項の改善を進めた。  
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②医学教育分野別認証評価・ 看護（ ＊中期）・ 受審に向けた準備 

（ 令和９ 年度受審予定）  

②留学科目及び新科目（ キャ リ ア形成看護学実習等） の運用方法や、 ２ Q プロ グ

ラ ムを活用し た留学の促進のためのカリ キュ ラ ム調整等について、適宜改善に向

けた検討を進めた。  

③看護学科実習運営を附属２ 病院看護部と 協働 
③講義演習実習において附属 2 病院看護部から 講師を招き 、授業を実施し た。実

践者によ る 指導によ り 最新看護に関する 情報や取組を学生に教授でき た。  

定量的指標  

④Ｆ Ｄ 受講率: 80％/年 ④医学科 86.7% /年、 看護学科 100％/年 

 

【 䐹】〈 都市社会文化研究科・ 国際マネジメ ント 研究科・ 生命ナノ シス テム 科学研究科・ 生命医科学研究科・ データ サイ エン ス 研究科〉  

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

➀【 都市社会文化研究科】  

・ 学部－大学院の教育連携の強化 

・ リ カレ ント 教育プロ グラ ム実施の推進 

➀・ 学部－大学院一貫教育の構築について、 FD で検討を行った。  

・ 早期履修生申請条件について、大学正規の交換留学で 1 年休学し た場合も 申

請可能と する 変更を行った。  

・ 大学院入学への橋渡し と し て実施し ている エク ス テンショ ン講座（ アド バン

ス ト 講座） を４ 講座開講し た。  

②【 国際マネジメ ント 研究科】  

・ リ カレ ント 教育プロ グラ ム（ ソ ーシャ ル・ イ ノ ベーショ ン研究プロ グラ ム

（ Ｓ Ｉ ＭＢ Ａ ）） 実施の推進 

・ 学内生に向けた大学院進学の広報の充実 

②令和 6 年度ソ ーシャ ル・ イ ノ ベーショ ン研究プロ グラ ム（ Ｓ Ｉ ＭＢ Ａ ） 修了者

4 名。 学内生に向けた大学院進学の広報によ り 、 令和 7 年度入試における 内部

進学者は博士前期課程18％、博士後期課程50% 、社会人は博士前期課程25% 、

博士後期課程 100% と なった。  
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③【 生命ナノ シス テム科学研究科】  

・ 社会人を含む優秀な学生の確保に向けた取組の推進 

・ 国際リ ト リ ート プロ グラ ムの継続等、 グロ ーバル展開の推進 

③社会人を経験し た学生が博士後期課程に入学し た。国際リ ト リ ート プロ グラ ム

で 20 名の学生が研究成果の発表を行った。 海外から の優秀な留学生を受け入

れる 体制づく り を検討し た。  

④【 生命医科学研究科】  

・ 学際的連携の推進（ ＊中期）  

・ 教育研究の質向上、 効率化に向けたス ーパーコ ンピュ ータ の供用開始 

④ス ーパーコ ンピュ ータ の全学利用に向けて説明会を開催し 、 各キャ ンパス（ 学

生、 教職員） から 利用申請があった。 6 月の本格稼働後、 10 月には稼働率が日平

均 96.7% に達し た。  

⑤【 データ サイ エンス 研究科】  

・ リ カレ ント 教育プロ グラ ム（ Ｄ Ｓ リ カレ ント プロ グラ ム） 実施の推進 

・ 文部科学省「 大学・ 高専機能強化支援事業」 によ る 博士前期課程の入学定

員増に向けた教育環境整備の実施（ ＊重点）  

⑤データ サイ エンス学部・ 研究科の収容定員増を見据えて、 教育課程の構想検討

し 、 履修プロ グラ ムの改定素案が完成し た。 ま た、 新規教員採用及び学内教員公

募、 なら びに施設改修を進めた。 本学の教育研究の基軸の一つと なる データ サイ

エンス 学部・ 研究科の体制強化・ 教育研究環境整備を進める こ と ができ た。  

⑥次世代研究者挑戦的研究プロ グラ ム事業の推進 

⑥次世代研究者挑戦的研究プロ グラ ム事業（ SPRING） を通し て、 31 名（ う ち、

新規支援 18 名） の博士後期課程の経済的支援を行った。 新たな取組と し て、 イ

ンタ ーンシッ プ面談・ キャ リ ア支援面談の実施、 合同研究発表会の見直し（ 海外

研究者の招待講演、 ポス タ ー発表セッ ショ ンの追加等） や、 国内外イ ンタ ーンシ

ッ プ・ 海外留学への支援を行った。 ま た、 日本学術振興会の特別研究員（ DC） へ

の応募を推奨し 、 本事業で支援を受けた学生から ４ 名が合格し た。  

定量的指標  

⑦【 データ サイ エンス 研究科】 Ｄ Ｓ リ カレ ント プロ グラ ムの社会人受講者数: ５ 名/年 ⑦2 名/年 

⑧【 データ サイ エンス 研究科】 データ サイ エンス 学部から の進学者数（ 令和７ 年４ 月入学

者数）: 16 名/年 
⑧16 名/年 
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【 䐺】〈 医学研究科〉  

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

➀リ カレ ント 教育プロ グラ ム実施の推進 
➀リ カレ ント 教育と し て、 医科学専攻では科目等履修生度を使用し 、「 がんプロ

フ ェ ッ ショ ナル養成プラ ン」 の学外向けプロ グラ ムを実施し た。  

②次世代研究者挑戦的研究プロ グラ ム事業の推進 

②次世代研究者挑戦的研究プロ グラ ム事業（ SPRING） を通し て、 医学研究科で

は８ 名（ 新規採択５ 名、 既採択３ 名） の経済的支援を行った。 令和６ 年度採択学

生募集では、 研究科での積極的な周知によ り 、 前年度を上回る 学生の応募があっ

た。医学研究科関係教職員は SPRING 関係会議に定期的に参加し 、担当事務局と

連携し 選考業務や採択者支援業務を進めた。  

③学際的連携（ 医理連携セミ ナーや科目提供等） の推進（ ＊中期）  

③「 医理連携セミ ナー」 開催（ 2 回、 参加総数 222 名） のほか、 理学部の早期履

修生 2 名の受け入れ、「 バイ オイ ンフォ マティ ク ス 特講」 における 他研究科の同

時開講などを実施し た。 ま た、 医学研究科の必修講義「 生命倫理セミ ナー」 では

データ サイ エンス 研究科教員や都市社会文化研究科教員によ る 講義を実施し た。 

定量的指標  

④教育評価アンケート の満足度: 80％/年 
④研究指導に対する 満足度: 80.3％、講義が自分の研究に役立つかどう かの満足

度: 85.7％/年 

⑤医理連携セミ ナーの実施回数: 2 回/年 ⑤2 回/年（ 延べ 222 名参加）  
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３  時代に即し た学修環境・ 学生支援の提供 

【 䐻】 学修者本位の教育に向けた学修環境提供 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①Ｌ ＭＳ 「 YCU-Board」 の目標設定及び振返り 機能の活用促進（ ＊重点）  

➀新たな取組と し て、説明会と オリ エンテーショ ン内での目標記入の呼びかけを

行い、 前期は 44.0％ま で目標記入率が上昇し た（ 令和 5 年度前期 30.1％）。 令

和 7 年度に向けて学生・ 教員双方の負担軽減や利便性を高める ための仕様変更と

機能改修を行った。  

②学生の主体的な学修を支援する 取組の推進（ ＊中期）  

②YCU-Board 目標設定振り 返り 機能と 併せて、 説明会等によ り YCU-Board ポ

ート フォ リ オ機能の利用を促進し た。学修成果結果がレーダーチャ ート で表示さ

れる 機能において、履修登録の参考になる よ う 各科目の学修成果配分一覧を学生

へ案内し た。  

③費用対効果等を踏ま えた本学の学修・ 研究に必要と なる 資料の整備 
③資料の選定において、 分野別予算の考え方を導入し た。 電子ジャ ーナル契約に

おいて、 価格交渉や予算の調整を行った。  

定量的指標  

④資料利活用促進を目的と し た展示回数: 学内 12 回/年、 オンラ イ ン 6 回/年 ④学内 13 回/年、 オンラ イ ン 6 回/年 

⑤資料利活用促進を目的と し た SNS の配信回数: 60 回/年 ⑤148 回/年（ SNS 投稿回数）  

⑥学生満足度（ ガイ ダンス 受講アンケート 、 学生生活アンケート 等）: 73％/年 ⑥84.4％/年 

⑦ガイ ダンス 資料閲覧回数 ※動画視聴回数＋Ｐ Ｄ Ｆ 資料閲覧数の合計:  

2 ,200 回/年 
⑦4,664 回/年（ 動画視聴回数、 PDF 資料閲覧数合計）  
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【 䐼】 学生生活支援 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①在学生対象の経済状況アンケート の実施及び分析によ る 経済支援策のあり 方

検討の実施 

➀アンケート を実施・ 分析し 、 経済支援策のあり 方検討を実施する と と も に、 国

の経済支援制度等の学生への周知を徹底し た。  

②学生自治会の活性化を図り 、 学生の自発的な要望の発露を促進 

②学生自治会における 浜大祭や交流会、 環境整備等の自発的な活動支援を行っ

た。 医学科においては学生から の意見を聞く 機会と し て「 学生懇談会」 を 2 度開

催し 、 学年代表学生から の要望に基づく 改善（ 修繕等） を行った。  

③課外活動補助金を見直し 、 学生のニーズに沿った支援の実施 
③補助金申請にかかる 新様式での運用の実施と 検証（ 7 月～10 月） を行い、令和

７ 年度に向けた運用と 様式の改善案を策定（ 12 月～3 月） し た。  

④経済的に困窮する 学生に対する 食の支援の実施（ Ⅵ地）  ④「 食の支援」 を３ 回実施し た。（ 8 月、 11 月、 １ 月）  

⑤障害学生支援や性の多様性に関する 研修等の実施によ る 啓発 

⑤学生向けには LGBTQ の理解のため、 講義内での学生によ る 発表と ディ ス カッ

ショ ンの実施と 、 啓発資料の学内掲示を行った。 教職員向けには LGBTQ 対応に

関する 研修の実施と 、 リ ーフレッ ト の作成・ 周知を行った。  

定量的指標  

⑥Ｓ DＧ ｓ 関連取組の課外活動支援数（ Ⅵ地）（ ＊中期）: 4 件/年 ⑥5 件/年 

⑦ボラ ンティ ア派遣数（ Ⅵ地）（ ＊中期）: 650 人/年 ⑦706 名/年 

⑧学生定期健康診断受診率（ ＊中期）: 85％/年 ⑧82.8% /年 
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４  多様で優秀な人材の獲得と 輩出 

【 䐽】 優秀な人材の獲得 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①新学習指導要領に対応し た入学者選抜の実施（ ＊新規）  
➀前年度から の変更点や留意点等を教職員に周知し 、入学者選抜を適正に実施し

た。  

②新学習指導要領に対応し た入学者選抜方法周知のための広報活動強化（ ＊新

規）  

②新学習指導要領に対応し た入試方法を Web サイ ト 、 入学者選抜要項に掲載す

る と と も に、 オープンキャ ンパス や進学相談会等で周知を進めた。  

③志願者獲得及びよ り 優秀な学力層の学生獲得 ③入試広報活動を継続し て実施し 、 前年度を上回る 志願者を獲得し た。  

④高大連携事業における 、オンラ イ ンを活用し たプロ グラ ムの神奈川県内（ 市立・

県立・ 私立） 高校への展開（ Ⅵ地）  

④共通教養科目「 病気を科学する 」 について、 オンラ イ ン単日受講受入れのプロ

グラ ムを新規に立ち上げた。 市立高校・ 県立高校に加え、 私立高校へも 展開し 、

計 56 名の参加が得ら れた。  

⑤横浜市教育委員会と 連携し た市立高校を対象と し たプロ グラ ムの実施（ Ⅵ地）

（ ＊中期）  

⑤市立高校の重点校３ 校を中心に、教員派遣によ る 模擬講義や高校の必修である

「 総合的な探究の時間」 において、 生徒の研究発表への本学教員によ る 講評や、

本学学生によ る 生徒の探究活動のサポート （ 一部高校のみ） を新たに行った。  

定量的指標  

⑥「 教育理念・ 目標、 教育内容・ カリ キュ ラ ム」 を選択し た学生割合（ ＊中期）  

第３ 期の平均: （ 82％） 超/年 
⑥89.6％/年 

⑦交流レ ベルの落ちている 既存協定校と の交換留学活性化（ Ⅶグ）: ３ 校/年 ⑦４ 校/年（ ウ ィ ーバー、 淑明女子、 台湾科技、 オレ ブロ ）  

⑧外国人講師招へいによ る 英語で学ぶ科目提供（ Ⅶグ）  履修者 60 名/年、 開講

科目２ 件/年、 外国人講師招へい人数 2 名/年 

⑧履修者 55 名/年、開講科目 2 科目（ 英語プレゼンテーショ ン技術Ⅰ・ Ⅱ、Topics 

in accounting  A）、 外国人講師招へい人数 ２ 名/年 
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⑨交換留学生満足度調査満足度（ Ⅶグ）: 80％/年 ⑨91.2％/年（ 前期: 100％、 後期: 83.3％）  

⑩交換留学生数（ Ⅶグ）: 前年度比 110％ 
⑩前年度比 158.1％（ + 48 .1％）  

（ R5 年度人数: 43 名、 R6 年度人数: 68 名）  

 

【 䐵䐴】 キャ リ ア支援 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①国の「 イ ンタ ーンシッ プを始めと する 学生のキャ リ ア形成支援に係る 取組の推

進に当たっ ての基本的考え方」 に基づく 新たなイ ン タ ーンシッ プの適切な実施

（ Ⅵ地）（ ＊重点）  

➀国の考え方に基づき 、 市内企業等の受入先や本学教員と 連携し 、 新たなルール

に応じ たイ ンタ ーンシッ プを企画・ 実施し た。  

②低学年次から 学年進行に沿ったキャ リ ア教育・ キャ リ ア形成支援の実施（ Ⅵ地） 

②学部 2 年次から 対象と なる「 キャ リ ア教育プロ グラ ム」 を新設し た。ま た、「 学

内合同企業セミ ナー」 の通常開催に加え、 就職活動の早期化に対応し て年内開催

を実施する と と も に、 参加対象を低学年次にも 拡大し 、 学年進行に沿ったキャ リ

ア教育・ 支援を行った。  

③外国人留学生を含む多様な属性や、 就職・ 大学院進学等、 幅広い進路選択のニ

ーズに応じ たキャ リ ア支援イ ベント 等の実施（ Ⅶグ）  

③留学生就職促進教育プロ グラ ム認定制度（ YCU-ADVANCE Program ） を活用

し た外国人留学生向けの就職支援や、「 理系キャ リ ア形成セミ ナー」、「 海外留学

と キャ リ アを考える セミ ナー」 を新たに企画・ 実施し 、 多様な属性やニーズに応

じ たキャ リ ア支援イ ベント を展開し た。  

④次世代研究者挑戦的研究プロ グラ ムを活用し た、博士後期課程の学生に対する

キャ リ ア支援の充実（ Ⅵ地）  

④次世代研究者挑戦的研究プロ ラ ム（ SPRING 事業） と キャ リ ア支援センタ ーの

連携を推進し 、 w eb サイ ト の開設（ 9 月） やイ ベント 情報等の相互周知を行っ

た。 ま た、 SPRNG 事業のキャ リ ア支援講座を博士後期課程の学生全体へ公開す

る と と も に、 SPRING 支援学生に対する キャ リ ア/イ ンタ ーンシッ プ個別面談を

行う など、 博士後期課程の学生へのキャ リ ア支援を強化し た。  

26



定量的指標  

⑤就職希望者における 就職率（ ＊中期）: 全国平均値１ ％超/年 ⑤99.1%  ※全国平均未 98.0%  

⑥学生満足度（ 進路関連）（ ＊中期）: 第３ 期の平均（ 89％） 超/年 ⑥集計中 

⑦看護学科卒業生の附属２ 病院への就職率（ Ⅵ地）（ ＊中期） 60％/年 ⑦70.1% /年 

⑧国内就職希望の外国人留学生における 就職率・ 内定率（ Ⅶグ）（ ＊中期）:  

第３ 期の平均（ 83％） 超/年 
⑧集計中 

⑨YCU-ADVANCE Program  修了率（ Ⅶグ） 80％/年 ⑨85.7％/年 
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５  社会人の学び直し  

【 䐵䐵】 リ カレ ント 教育をはじ めと する 社会ニーズに対応し たプロ グラ ムの充実 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①リ カレ ント 教育プロ グラ ム実施の推進（【 ５ 】【 ６ 】 再掲）（ Ⅵ地）  ➀再掲のため【 ５ 】【 ６ 】 参照 

②社会ニーズに対応し た質の高いエク ス テンショ ン講座の実施（ Ⅵ地）  

②アド バンス ト エク ス テンショ ン講座では、新たな試みと し て企業等から 協賛金

を募り 、 一般・ 協賛企業所属者に向けた講座を開講し た。 また、 学外（ 崎陽軒、

金沢区観光協会、 金沢区シティ ガイ ド 協会等） と 連携し て地元を再発見する 講座

を企画し 、 参加者から 高い評価（ 満足度平均 85％） を得た。  

定量的指標  

③「 リ カレ ント 教育」 に係る プロ グラ ム設置数（ Ⅵ地）（ ＊中期）: 12 件/年 ③12 件/年 

④Ｙ Ｃ Ｕ医療経営・ 政策プロ グラ ム社会人受講生満足度（ Ⅵ地）: 80％/年 ④92.5% /年 

⑤Ｄ Ｓ リ カレ ント プロ グラ ム受講生満足度（ Ⅵ地）: 80％/年 ⑤100% /年（ ※受講生２ 名のため参考値）  

⑥がんプロ 事業のリ カレント プロ グラ ム受講生満足度（ Ⅵ地）: 80％/年 ⑥100% /年 
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Ⅱ 研究 

１  先進的・ 学際的研究等の推進

【 䐵䐶】 先進的な医科学研究の推進

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標 

①【 附】 産学官連携を中心と する オープンイ ノ ベーショ ン推進と 横浜臨床研究ネ

ッ ト ワ ーク 活性化によ り 、橋渡し 研究の推進、社会実装の加速を実施（ Ⅵ地）（ Ⅶ

グ）  

➀・ オープンイ ノ ベーショ ン推進によ る 新規研究プロ ジェ ク ト 開始: 3 件/年

・ 横浜臨床研究ネッ ト ワ ーク を活用し た新規研究プロ ジェ ク ト 開始: 3 件/年

・ メ ディ カルケアテッ ク パート ナリ ングカンファ レ ンス 実施によ る 病院コ メ デ

ィ カルの企業への技術指導契約締結: 2 件/年 

②【 附】 各診療科に臨床研究指導員・ 管理員の配置体制を敷いて臨床研究支援を

実施 

②・ 臨床研究指導員セミ ナーをグループワ ーク 形式で開催し 、 指導員の審査に対

する 倫理的知識の習得を図った。  

・ 臨床研究管理員には各診療科内における 研究課題の適正な管理を依頼し 、 定期

報告等の期限ま での提出率を向上する こ と ができ た。

定量的指標 

③主要な学術誌等掲載論文数（ ＊中期）: 2 ,203 件/5～6 年度累計（ 進捗率 33.3％） ③2,112 件/５ ～６ 年度累計（ 進捗率 31.2％）

④主要な学術誌等掲載論文数に対する  Top10％論文数（ ＊中期）: 288 件/5～6

年度累計（ 進捗率 33.3％）
④222 件/５ ～６ 年度累計（ 進捗率 25.7％）

⑤臨床研究法における 臨床研究の実施件数（ ＊中期）: 15 件/年 ⑤10 件/年

⑥新規治験の受入件数（ 医師主導治験も 含む） 受入件数（ ＊中期）:

【 附】 25 件/年 【 セ】 22 件/年
⑥【 附】 31 件/年 【 セ】 32 件/年
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【 䐵䐷】 各領域における 研究活動の推進 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定量的指標  

①主要な学術誌等掲載論文数（ 再掲【 12】）（ ＊中期）: 2,203 件/5～6 年度累計

（ 進捗率 33.3％）  
➀主要な学術誌等掲載論文数（ ＊中期）2,112 件/５ ～６ 年度累計（ 進捗率31.2％） 

②主要な学術誌等掲載論文数に対する Top10％論文数（ 再掲【 12】）（ ＊中期）:

288 件/５ ～６ 年度累計（ 進捗率 33.3％）  
②222 件/５ ～６ 年度累計（ 進捗率 25.7％）  

 

 

２  オープンイ ノ ベーショ ンの推進 

【 䐵䐸】  オープンイ ノ ベーショ ンの推進 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①産学官共創オープンイ ノ ベーショ ン研究施設の整備（ ＊重点）  
➀福浦キャ ンパス に産学官共創オープンイ ノ ベーショ ン研究施設と し てオープ

ンイ ノ ベーショ ンラ ボ棟の本棟と 別棟が竣工し た。  

定量的指標  

②ベンチャ ー創出累計数（ Ⅵ地）（ Ⅶグ）（ ＊中期）: 11 件/累計（ 進捗率 73.3％） ②14 件（ 進捗率 93.3％）  

③民間企業等と の共同・ 受託研究数（ Ⅵ地）（ Ⅶグ）（ ＊中期）:  

734 件/５ ～６ 年度累計（ 進捗率 33.3％）  
③784 件/５ ～６ 年度累計（ 進捗率 35.3％）  

④共創イ ノ ベーショ ンセン タ ーが主導する 共同・ 受託研究にかかる 新規契約件

数: 10 件/年 
④10 件 
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３  研究基盤の強化及び支援体制の整備 

【 䐵䐹】 研究基盤の強化 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定量的指標  

①科研費採択件数（ ＊中期）: 1 ,136 件/5～6 年度累計（ 進捗率 33.3％）  ➀1,176 件／5～6 年度累計（ 進捗率 34.5％）  

②科研費獲得金額（ ＊中期）: 1 ,992 百万円/5～6 年度累計（ 進捗率 33.3％）  ②2,129 百万円／5～6 年度累計（ 進捗率 35.6％）  

 

 

【 䐵䐺】 研究者の育成 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定量的指標  

①科研費採択件数（ 再掲【 15】）（ ＊中期）: 1,136 件/5～6 年度累計（ 進捗率

33.3％）  
➀1,176 件／5～6 年度累計（ 進捗率 34.5％）   
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Ⅲ 医療 【 附】【 セ】 はそれぞれの病院での個別の計画・ 実績を表し ていま す。  【 附】 …附属病院 【 セ】 附属市民総合医療センタ ー 

１  患者本位の医療の提供と 患者安全の取組

【 䐵䐻】 患者本位の医療の提供

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標 

①【 附・ セ】 臨床倫理コ ンサルテーショ ンチーム活動を通じ て、 臨床倫理的課題

に対する 対応力の向上を推進し 、上部組織である 臨床倫理委員会でも 倫理的課題

が含ま れる 事案への審議を実施 

➀【 附】 臨床倫理コ ンサルテーショ ンチーム活動を通じ て、 臨床倫理的課題に対

する 適切な対応が行われた。 臨床倫理委員会への上程案件はなかったが、 チーム

内での解決が可能であったこ と から 、 実効性の高い活動が継続さ れた。

【 セ】 臨床倫理コ ンサルテーショ ンチーム活動を通じ て、 臨床倫理的課題に対す

る 対応力の向上を推進し 、上部組織である 臨床倫理委員会でも 倫理的課題が含ま

れる 事案への審議を実施し た。

②【 セ】 医学的知識の充実や患者本位の意識向上を図る ため、 院内研修会、 ｅ ラ

ーニングによ る 研修の実施 

②【 セ】 コ ンプラ イ アンス 研修や心肺蘇生法に関する 動画、 実技講習後のアンケ

ート を必須項目と し たコ ース を e ラ ーニングで開講し た。  

③【 セ】 患者・ 医療者のアド バンス・ ケア・ プラ ンニングの理解促進と 患者の意

思決定支援 
③【 セ】 入院後早期から 患者・ 家族の意思決定を支援し た。

④【 附・ セ】 患者ニーズ等を踏ま えた日帰り 手術の推進

④【 附】 外来手術室での日帰り 手術を推進し た。

【 セ】 生殖医療センタ ーの整備によ り 、 排卵手術を外科処置室で行い、 空いた

手術室を日帰り 手術等に活用し た。

⑤【 附】 療養環境の向上の推進
⑤【 附】 入院曜日平準化に取り 組み、 よ り 柔軟な入院の受入を推進し た結果、 週

末の稼働率が 3％以上向上し た。  

定量的指標 

⑥患者満足度（ ＊中期）: 【 附】 78％/年 【 セ】 78％/年 ⑥【 附】 77.4％/年 【 セ】 77.9% /年
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【 䐵䐼】 安全・ 安心な医療の提供 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

① 【 附・ セ】 医療の質向上のため「 医療の質可視化プロ ジェ ク ト 」 に参加 

【 セ】 臨床指標の公表と 指標の分析、 改善活動の実施 

➀【 附・ セ】「 医療の質可視化プロ ジェ ク ト 」 に参加し 、 データ を提出し た。  

【 セ】 臨床指標の分析結果をホームページに公開し た。  

②【 附・ セ】 福祉保健センタ ーや地域の医師会と 連携し 、 新興感染症等の発生を

想定し た訓練の実施 

②【 附】 新型イ ンフルエンザ発生時に、 医療関係機関と 行政で迅速に情報を共有

し 、 早急に体制を確立する こ と を目的と し 、 訓練を行った。 Web 会議形式によ

り 、 関係機関と 緊急時の情報共有のシミ ュ レ ーショ ンを実施し た。  

【 セ】 11 月に南区感染対策連携会議（ 新興感染症シミ ュ レーショ ン訓練） をハ

イ ブリ ッ ト 開催で実施し た新規に介護施設から の参加も あった。  

③【 附】 新興感染症の迅速検査及び診療体制の構築 ③【 附】 構築に向けて、 検討を行った。  

④【 附・ セ】 個人情報の適正な管理に向けた対策の実施 

④【 附】 毎月コ ンプラ イ アンス 通信を発行する と と も に、 臨床部長 会にて個人情

報保護責任者よ り 漏えい事案の説明・ 再発防止策を報告し 、 主体性を高めた。  

【 セ】 10 月に６ 部署を対象に相互点検を実施し た。 ま た、 ７ 月、 10 月、 １ ～２

月のｅ ラ ーニングで個人情報保護に関する 研修を実施し た。  

⑤【 附・ セ】 計画的な施設・ 設備の改修 
⑤【 附】 老朽化し た設備の更新計画を作成し た。  

【 セ】 計画通り 施設整備工事を進めた。  

⑥病院機能評価「 一般病院３ 」 継続: 「 認定」（ ＊重点・ 中期）  

【 附】 令和８ 年度受審予定【 セ】 令和６ 年度受審予定 

⑥【 附】 センタ ー病院の自己評価調査票の状況や受審結果を踏ま え、 附属病院で

の状況を確認し 機能改善を進めた。  

【 セ】 ５ 月訪問審査受審、 10 月に補充的な審査を受審、 その結果、 条件付き

ではある が認定さ れた。令和７ 年８ 月末ま でに改善取組報告及び改善の実績の

分かる 資料を機構へ提出する 。  
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定量的指標  

⑦医療安全管理研修受講率（ ＊中期）: 【 附】 100％/年【 セ】 100％/年 ⑦【 附・ セ】 100％/年 

⑧感染対策研修受講率: 【 附】 2 回/年 100％【 セ】 2 回/年 100％ ⑧【 附・ セ】 2 回/年 100% /年 

 

【 䐵䐽】 医療における DX の推進 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①【 附・ セ】 研究等支援を目的と し た病院情報シス テムのデータ 抽出・ 提供の実

施（ Ⅵ地）  

➀【 附】 データ 抽出の速やかな対応を継続し て行った。  

【 セ】 申請に基づき 、 審査決裁を経て適切にデータ の抽出・ 提供を実施し た。 

②【 附・ セ】 Ｄ Ｐ Ｃ データ 等によ る 経営改善やク リ ニカルパス によ る 標準化及び

医療の質向上に向けた分析の実施（ Ⅵ地）  

②【 附】 分析アプリ を作成し 、 ク リ ニカルパス の分析・ 改善に取り 組んだ。  

【 セ】 Center DPC Tim es の発行や、 DPC コ ーチングを開始し た。 ク リ ニカ

ルパス 分析は病院長 面談時に共有し 、 在院日数等の改善に取り 組むと と も に、

38 種の新規パスを作成し 、 76 種のパス の見直し を行った。  

③【 附・ セ】 サイ バー攻撃に対する 訓練の実施 

③【 附】 3 月に病院幹部、 救急科医師等が参加し 、 机上での本部訓練を行った。  

【 セ】 1 月に情報管理運営委員会のメ ンバーにて、 サイ バー攻撃を想定し た机

上訓練を行った。  

④病院情報シス テムの統合に向け、 シス テム構築及び運用調整の実施（ 令和８ 年

度ま で）（ ＊重点・ 中期）  

④【 附・ セ】 2 病院の病院情報シス テム統合に向け、 ２ 病院の医療者が参加する

25 のワ ーキングを立ち上げて検討を行った。  

定量的指標  

⑤情報セキュ リ ティ 研修の開催: 【 附】 1 回/年 【 セ】 1 回/年 ⑤【 附・ セ】 1 回/年（ e-ラ ーニング形式によ る ）  
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【 䐶䐴】 チーム医療の強化 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①【 附】 多職種から なる Ａ Ｙ Ａ 世代支援チームの取組の推進 
➀【 附】 他病院から の患者紹介を受けた際、 AYA チームによ る 受入検討を実施し

た。  

②【 セ】 緩和ケアチームと の連携・ 活用によ る 緩和ケアの推進 ②【 セ】 緩和ケア早期介入と 各部署の緩和ケアチーム活用を推進し た。  

③【 附・ セ】 病院長 を中心に各種院内会議において、 病院の将来像や重点項目等

を決定し 、 院内周知を実施 

③【 附】 病院長 自ら 、 病院の経営状況を把握し 、 経営改善に向けた取組を集約し

て各月の臨床部長 会で発信し た。 施設整備委員会の委員長 を病院長 が務め、 各部

署から の施設整備要望に対し 、 採算性や将来性、 必要性等から 優先順位を決定し

た。  

【 セ】 毎月の部長 会で病院長 自ら 経営についてのプレ ゼンを行い、 経営状況や経

営方針については、 全職員受講の e ラ ーニングを開講し た。 ま た、 部長 会や院内

一斉配信メ ールで周知を実施し た。  

④【 附・ セ】 経営に関する 会議を開催し 、 各病院の課題解決と 経営安定化に向け

た取組の推進（ ＊重点）  

④【 附】「 病院機能変革プロ ジェ ク ト 」 を設置し 、病院運営上の課題解決と 経営の

安定化に取り 組んだ。コ マンド センタ ーの導入によ って病床管理の効率化が図ら

れた。 ま た、 コ マンド チームを設立し 、 経営改善に向け取組を推進し た。  

【 セ】 経営戦略会議を開催し 、 病院の課題解決に向けて議論し た。 ま た、 経営改

善に資する 講演会の開催や、 他病院の視察・ 比較分析を行った。  

定量的指標  

⑤ク リ ニカルパス 適用率（ ＊中期）: 【 附】 51％/年 【 セ】 56％/年 ⑤【 附】 52.9% /年 【 セ】 56% /年 

⑥Ｄ Ｐ Ｃ 入院期間Ⅱ以内の退院割合（ ＊中期）: 【 附】 76％/年 【 セ】 75％/年 ⑥【 附】 76.2% /年 【 セ】 74.3% /年 
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２  質の高い医療の提供 

【 䐶䐵】 高度で質の高い医療の提供 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①【 附・ セ】 医療機器や施設・ 設備について、 附属２ 病院統合を踏ま えた共同購

入や工事の実施 

➀【 附・ セ】 附属２ 病院統合を踏ま えた中長 期修繕計画を作成し 、 優先順位付け

を行う と と も に予算編成に活用し た。  

・ 次年度の購入予定機器の選定に向けて、 ２ 病院での機種統一などによ る 価格

削減の検討を行った。  

②【 附】 遠隔Ｉ Ｃ Ｕ事業の推進（ Ⅵ地）  

②【 附】 特定集中治療室遠隔支援加算の施設基準である 医師少数地域の医療機関

支援と し て、 国際医療福祉大学病院（ 那須塩原市） と の調整が完了し 、 令和 7 年

6 月から の支援開始が決定し た。 ま た、 支援先病院から の負担金徴収条件につい

て妥結し 、 覚書締結に至った。  

③【 附・ セ】 重症系病床の拡充に向けた工事の実施（ ＊重点）  
③【 附】 重症系病床（ HCU） を 21 床へ拡充する 改修工事を実施し た。  

【 セ】 本館３ 階 GHCU２ 床増床する 改修工事を実施し た。  

④【 附・ セ】 先進医療申請の可能性がある も のについて、 早期に厚生労働省の先

進医療事前相談を受け、 研究計画書作成を実施 

④ 【 附】 先進医療 B（ 協力機関） の申請を１ 件実施し 、 ８ 月に受理さ れた。 2

月に先進医療 A の開始準備について相談を受け、 施設要件の確認を実施、 申請

の準備を進めた。  

【 セ】 先進医療 A の申請を１ 件実施し 、 ３ 月に受理さ れた。 その他、 先進医療Ａ

２ 件の申請のため施設基準要件にある 症例数の実施を進めている 。  

⑤【 附】 臨床研究中核病院の承認要件を維持でき る 研究力を保持する こ と を目指

し 、 研究実施体制や研究支援体制の拡充策を検討し 施行（ Ⅵ地）  

⑤【 附】 SD 評価に臨床研究にかかる 項目を加え、 研究者のモチベーショ ン向上

を促進し た。  

・ 次世代臨床研究センタ ーでは、 新たにミ ッ ショ ン・ ビジョ ンを策定し 、 各室の

機能の再整備、 人材配置の最適化を推進し た。  
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・ YCU 共創イ ノ ベーショ ンセンタ ーの設立によ り 産官学連携及び外部資金獲得

によ る 研究活動が活性化し た。  

・ 次世代臨床研究センタ ー、YCU 共創イ ノ ベーショ ンセンタ ーの協働によ り 、研

究シーズの発掘、研究費申請等から 臨床研究のサポート ま でシームレス な研究者

支援を実現し た。  

⑥【 附・ セ】 ク オリ ティ イ ンディ ケータ ーに基づく 医療の質の向上（ Ⅵ地）  

（ ＊中期）  

⑥【 附】 臨床評価指標の算出結果を集約し 、 課題共有ミ ーティ ングや委員会で説

明・ 内容の確認やホームページへの収載を行った。  

【 セ】「 医療の質可視化プロ ジェ ク ト 」 に参加し 、 データ を提出し た。 ま た、 臨床

指標の分析結果をホームページに公開し た。  

定量的指標  

⑦手術件数（ Ⅵ地）（ ＊中期）: 【 附】 7,500 件/年 【 セ】 9,400 件/年 ⑦【 附】 7,642 件/年 【 セ】 9,761 件/年 

⑧先進医療申請のための先行研究着手件数（ Ⅵ地）（ ＊中期）:  

【 附】 １ 件/年 【 セ】 １ 件/年 
⑧【 附】 2 件/年 【 セ】 1 件/年 

⑨救急応需率（ Ⅵ地）（ ＊中期）  【 附】  90％/年【 セ】 90％/年（ 三次救急）、85％

/年（ 二次救急）  
⑨【 附】 92.9% /年  【 セ】 97.5％/年（ 三次救急）、 93.6％/年（ 二次救急）  
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【 䐶䐶】 医療の国際化への対応 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①【 セ】 Ｊ ＭＩ Ｐ 対策ＷＧ の運営（ Ⅶグ）  
➀【 セ】 JMIP 対策の WG を実施し 、 次年度、 附属２ 病院と も に JMIP を受審し

認証取得を目指す方針を決定し た。  

②【 附・ セ】 外国人患者のニーズに対応し た環境の整備（ Ⅶグ）（ ＊中期）  

②【 附】 遠隔医療通訳タ ブレ ッ ト を新たに 1 台設置し た。 ま たマニュ アルの見直

し 等、 使用環境の整備を行い、 タ ブレ ッ ト の利用が促進さ れた。  

【 セ】 外国人患者のニーズから １ 階患者相談窓口に通訳窓口を置き 、 ス ムーズに

外国人患者対応ができ る 体制を整えた。  
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３  政策的医療への貢献、 地域医療の推進 

【 䐶䐷】 政策的医療の推進 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①【 附・ セ】 地域がん診療連携拠点病院と し て、 神奈川県がん診療連携協議会及

び各部会に参加し 、 院内への情報発信や情報共有の実施（ Ⅵ地）  

➀【 附・ セ】 神奈川県がん診療連携協議会及び各部会に参加し 、 連携病院で意見

交換や情報共有を行った。  

②【 附・ セ】 附属病院と センタ ー病院の新たながんゲノ ム連携体制によ る 更なる

ゲノ ム医療の推進（ Ⅵ地）（ ＊新規・ 重点）  

②【 附・ セ】 ２ 病院でがんゲノ ム連携体制を構築し 、 毎週月曜日（ 祝祭日を除く ）

に 2 病院が連携し てエキス パート パネルを開催し 、 症例の検討を行った。  

③【 附・ セ】「 災害拠点病院」 と し て、 Ｄ ＭＡ Ｔ 隊員を中心と し た現場医療救護活

動の実施（ Ⅵ地）  

③【 附】 都心南部直下地震を想定し た大規模地震時医療活動訓練に参加し 、 当該

活動に係る 組織体制の機能と 実効性に関する 検証を 行う と と も に防災関係機関

の相互協力の円滑化を図った。  

【 セ】 DMAT 隊員養成研修や技能維持研修等に参加し た。 国や県が開催する 災害

訓練（ 大規模地震時医療活動訓練） にＤ ＭＡ Ｔ イ ンス ト ラ ク タ ーと し て企画側へ

参画し た。 隊員の技能維持・ 向上に務め、 災害拠点病院の対応力向上を図った。 

④【 セ】 神奈川県周産期救急医療シス テムの基幹病院と し て、 緊急性や重症度の

高いハイ リ ス ク 妊産婦及び新生児の受入れの実施（ Ⅵ地）  

④【 セ】 総合周産期母子医療センタ ーは、 市内唯一の妊娠 22 週目の出産に対応

可能な医療機関と し て、母体又は胎児に対する リ ス ク の高い患者及び救急患者の

受入れを積極的に行った。  

定量的指標  

⑤救急応需率（ Ⅵ地）（ ＊中期）（ 再掲【 21】）: 【 附】 90％/年【 セ】 90％/年（ 三

次救急）、 85％/年（ 二次救急）  
⑤【 附】 92.9% /年 【 セ】 97.5％/年（ 三次救急）、 93.6％/年（ 二次救急）  

⑥不妊治療件数（ Ⅵ地）（ ＊中期）: 【 セ】 男性 205 件/年、 女性 195 件/年 ⑥【 セ】 男性 209 件/年、 女性 267 件/年 
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【 䐶䐸】 地域医療への貢献 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①【 附・ セ】 訪問や研修等を通じ た病病連携の強化によ る 医療機能分化の推進（ Ⅵ

地）  

➀【 附】 医療機関訪問件数: 73 件（ う ち医師同行 60 件）、 地域連携セミ ナー:  

4 回（ 参加人数 38 人）、 メ ーカー共催・ 後援研修会 8 回 

【 セ】 医療機関訪問件数: 127 件（ う ち医師同行 48 件）、 地域医療連携研修会:

52 回（ 参加人数 2,085 人）  

②【 附・ セ】 ２ 病院の新 Web サイ ト のＳ Ｅ Ｏ やユーザビリ ティ に係る 効果測定

によ る 広報機能の強化（ Ⅵ地）  

②【 附】 リ ニュ ーアル前後における 同時期の 2 か月分を比較し た結果、 ユーザー

数 13.33％、 平均エンゲージメ ント 時間が 9.94% 増加し た。  

【 セ】 Web 制作会社から の効果測定レ ポート を参考にする 等、２ 病院・ 広報担当

と Web リ ニュ ーアル後の課題を共有し ながら 広報強化を行った。 診療科ページ

を中心と し た更なる 魅力づく り に取り 組んだ。  

定量的指標  

③紹介割合（ Ⅵ地）（ ＊中期）: 【 附】 87％/年 【 セ】 100％/年 ③【 附】 88.2% /年 【 セ】 96.3% /年 

④逆紹介割合（ Ⅵ地）（ ＊中期）: 【 附】 52‰/年 【 セ】 50‰/年 ④【 附】 58.1‰/年 【 セ】 54.9‰/年 

⑤外来初診患者数（ Ⅵ地）（ ＊中期）: 【 附】 160 人/日 【 セ 183 人/日 ⑤【 附】 163 人/日 【 セ】 172 人/日 

⑥新入院患者数（ Ⅵ地）（ ＊中期）: 【 附】 18,000 人/年 【 セ】 19,530 人/年 ⑥【 附】 18,906 人 【 セ】 19,893 人 

⑦Ｄ Ｐ Ｃ 入院期間Ⅱ以内の退院割合（ Ⅵ地）（ 再掲【 20】）（ ＊中期）:  

【 附】 76％/年 【 セ】 75％/年 
⑦【 附】 76.2%  【 セ】 74.4% （ 暫定）  
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４  明日を 担う 質の高い医療人材の育成と 活用 

【 䐶䐹】 医療人材の育成 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①【 附・ セ】 高度化・ 複雑化する 医療に対応する ため、 質の高い看護師・ コ メ ディ カ

ルの育成（ Ⅵ地）  

➀【 附】 看護師は、 YCU-N キャ リ アラ ダーを用いて、 看護実践力の向上を図

った。 ま た、 各分野における 専門・ 認定看護師等を育成し 、 医療チーム等へ

の参画によ り 組織横断的な役割を担った。 退院支援機能及び患者サポート セ

ンタ ー機能の強化を目的に、 地域の訪問看護ス テーショ ンへの看護師の出向

を実施し た。 コ メ ディ カルは次年度実施に向けて、 各職種で策定し たキャ リ

アラ ダーに該当する 研修計画の準備を進めた。  

【 セ】 入職後ま も ない看護師・ コ メ ディ カルを対象に院内の医療安全や感染

対策の研修を実施し たほか、 コ メ ディ カルを対象に外部講師によ る マナー研

修を実施し た。  

看護部では、 附属２ 病院・ 看護学科と の連携事業を実施し た。 ま た国際交流

の一環と し て、 海外から の研修生や見学者の受け入れを２ 件実施し た。  

②【 附・ セ】 専攻医及び臨床研修医の確保と 育成（ Ⅵ地）  

②【 附】 11、 1 月に JMECC（ 内科救急・ ICLS 講習会） を開催し た。 2 月に

指導医養成講習会を開催し た。 毎月の研修委員会や毎週の担当者ミ ーティ ン

グにて、 研修医の教育支援体制についての協議を行い、 医科・ 歯科どちら も

全員修了認定が得ら れた。  

【 セ】 指導医によ る 定期的なセミ ナー開催や、 担当制によ る ク ラ ス 担任面談

（ 年２ 回） を実施し た。  
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定量的指標  

③特定行為研修を修了し 、 特定行為に従事する 看護師（ Ⅵ地）（ ＊中期）【 附】  

3 名/年【 セ】  2 名/年 
③【 附】 3 名/年 【 セ】 2 名/年 

④初期研修医のマッ チング率（ Ⅵ地）（ ＊中期）【 附】 100％ 【 セ】 100％ ④【 附】 100%  【 セ】 100％ 

⑤初期臨床研修医マッ チング登録者数（ Ⅵ地）（ 全国大学附属病院）  

【 附】 5 位以内【 セ】 5 位以内 
⑤【 附】 5 位 【 セ】 4 位 

⑥臨床実習指導者講習会の受講者数（ Ⅵ地）【 附】 1 名/年【 セ】 8 名/年 ⑥【 附】 8 名/年 【 セ】 ７ 名/年 
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Ⅳ 法人経営 

１  経営改革を 強力に推進する ガバナンス の強化

【 䐶䐺】 ガバナンス 強化

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標 

①「 公立大学ガバナンス・ コ ード 」 に基づく 体制の推進（ 理事 直長 轄の「 監査室」

設置）（ ＊中期）  

➀令和６ 年度４ 月に理事 直轄長 の監査室を設置し 、どの部門から も 独立し 公平に

全法人的な立場で内部監査を行う こ と が可能と なった。 令和６ 年度については、

研究費が適切に執行さ れている かについて監査を実施し た。 ま た、 内部通報制度

について、令和 7 年度から 法人外窓口のほかに新たに法人内窓口を設置し 、事務

局から 独立し た監査室が当該窓口を担う こ と と なった。

②法人に関する 情報の適切な開示の継続
②中期計画・ 年度計画、業務実績報告書及び財務諸表をはじ めと し た財務情報や、

教育・ 研究にかかわる 主要なデータ を本学 Web サイ ト に公開し た。

③「 カーボンニュ ート ラ ル達成に貢献する 大学等コ アリ ショ ン」 への参画等によ

る Ｓ Ｄ Ｇ ｓ 推進 
③計画どおり 実施し た。

定量的指標 

④コ ンプラ イ アンス 推進委員会の開催: 2 回/年 ④2 回/年(10 月、 ３ 月)

⑤内部通報制度委員会の開催: 2 回/年 ⑤2 回/年(６ 月、 11 月)
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２  不断の経営改革及び持続可能な経営のための自己収入確保 

【 䐶䐻】 DX 推進及び業務改善 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①Ｄ Ｘ の方針に基づく 業務改善の推進（ ＊中期）  
➀AI 等を活用し た経営改善ワ ーキンググループを組織し 、 今後の改善に向けた

2 ヵ 年に渡る 取組内容を定めた。  

②Ｌ ＭＳ 「 YCU-Board」 の目標設定及び振返り 機能の活用促進（ ＊重点）（ 再掲

【 ７ 】）  

②新たな取組と し て、説明会と オリ エンテーショ ン内での目標記入の呼びかけを

行い、 前期は 44.0％ま で目標記入率が上昇し た（ 令和 5 年度前期 30.1％）。 ま

た、令和 7 年度に向けて学生・ 教員双方の負担軽減や利便性を高める ための仕様

変更と 機能改修を行った。  

③研究Ｄ Ｘ における 研究データ の管理・ 公開に関する 運用体制の整備 

③・ 学内の各種データ の一元管理を可能と する 研究者データ ベース シス テムを導

入し た。  

・ 教員情報をま と めた外部公開ページを改修し 、 視認性、 検索性が向上し た。 

④Ｗｅ ｂ 決済の推進 ④計画どおり w eb 決済シス テムの運用を全キャ ンパス で推進し た 

 

【 䐶䐼】 自律的な運営に資する 外部資金獲得施策の実施 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定量的指標  

①科研費獲得金額（ 再掲【 15】）（ ＊中期）: 1 ,992 百万円/5～6 年度累計（ 進捗

率 33.3％）  
➀2,129 百万円／5～6 年度累計（ 進捗率 35.6％）  

②寄附獲得額（ ＊中期）  500 百万円/5～6 年度累計（ 進捗率 25％）  ②285 百万円/5～6 年度累計（ 進捗率 14％）  
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【 䐶䐽】 法人全体の効率的かつ効果的な運営 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①経営改革に資する 取組の推進（ ＊中期・ 重点）  

➀法人幹部で構成する「 改革推進会議」 を中心に、 大学部門の収入拡充・ 支出削

減に向けた事業見直し を行う と と も に、 附属２ 病院では、 病院長 のマネジメ ント

のも と 経営改善を実施し た。特にセンタ ー病院では昨年度比 9 億円の収支改善が

見ら れたも のの、 法人全体と し ては赤字決算と なった。  

②文部科学省「 大学・ 高専機能強化支援事業」 によ る データ サイ エンス 学部・ デ

ータ サイ エンス 研究科の機能強化（ 学部・ 研究科あり 方Ｐ Ｊ ）（ ＊重点）  

②データ サイ エンス学部・ 研究科の収容定員増を見据えて、 教育課程の構想検討

し 、 履修プロ グラ ムの改定素案が完成し た。 ま た、 新規教員採用及び学内教員公

募、 なら びに施設改修を進めた。 本学の教育研究の基軸の一つと なる データ サイ

エンス 学部・ 研究科の体制強化・ 教育研究環境整備を進める こ と ができ た。  

③「 地域中核・ 特色ある 研究大学」 に向けた目標管理の実施（ 地域中核事業推進

Ｐ Ｊ ）（ ＊重点）  

③・ 地域中核事業推進 PJ 内で PMO（ Project Managem ent Off ice） 機能を試行 

し 事務組織横断の体制で課題解決の進捗管理を行った。  

・ 地域中核・ 特色ある 研究大学強化促進事業（ J-PEAKS） の採択に至った。  

④教育・ 研究・ 医療・ 事務の各分野のＤ Ｘ 推進に向けた目標管理の実施（ Ｄ Ｘ 推

進Ｐ Ｊ ）（ ＊重点）  

④DX 推進 PJ を経営改善 PJ と し て再編し 、 経営に資する 業務改善・ 運用改善の

課題共有と 取組の進捗管理を行った。  

⑤【 附・ セ】 経営に関する 会議を開催し 、 各病院の課題解決と 経営安定化に向け

た取組の推進（ 再掲【 20】）（ ＊重点）  

⑤【 附】「 病院機能変革プロ ジェ ク ト 」 を設置し 、病院運営上の課題解決と 経営の

安定化に取組んだ。コ マンド センタ ーの導入によ って病床管理の効率化が図ら れ

た。 ま た、 コ マンド チームを設立し 、 経営改善に向け取組を推進し た。  

【 セ】 経営戦略会議を開催し 、 病院の課題解決に向けて議論し た。 ま た、 経営改

善に資する 講演会の開催や、 他病院の視察・ 比較分析を行った。  
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３  コ ンプラ イ アンス 推進、 リ ス ク マネジメ ント の確立 

【 䐷䐴】 コ ンプラ イ アンス の推進 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①時宜に応じ たコ ンプラ イ アンス に係る 啓発活動の実施（ ＊中期）  
➀「 コ ンプラ イ アンス マイ ンド 」 通信を年 10 回配信し 、 時宜に応じ たコ ンプラ

イ アンス 意識向上への啓発活動を行った。  

②個人情報取扱注意強化月間の設定 
②7 月を個人情報取扱注意強化月間と し て研修、 各種学内広報誌へのチラ シ掲載

など注意喚起・ 啓発活動を行った。  

③内部通報制度の適正な運用 ③通報窓口を見直し 、 よ り 効果的な制度に変更する と と も に経費の削減につなげた。  

定量的指標  

④コ ンプラ イ アンス 関連通知の発出: 3 回/年 ④5 回/年 

⑤コ ンプラ イ アンス 関連研修の実施: 3 回/年 ⑤3 回/年（ ４ 月、 ７ 月、 １ 月実施）  

⑥情報セキュ リ ティ 研修の実施: 2 回/年 ⑥2 回/年（ 全教職員対象の情報セキュ リ ティ 研修・ 模擬メ ール訓練）  

 

【 䐷䐵】 リ ス ク マネジメ ント ・ 危機管理 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①内部統制シス テムに基づく 業務の適正な執行（ ＊中期）  
➀顕在化し たリ ス ク である 事務処理ミ ス 等及び事件・ 事故に係る 報告の集約・ 共

有を行う と と も に、 潜在的リ ス ク への対応と し てリ ス ク マッ プの更新を行った。 

定量的指標  

②防災訓練の実施: 大学 5 回/年【 附】 5 回/年【 セ】 5 回/年 ②防災訓練の実施 【 大学】 8 回/年 【 附】 10 回/年 【 セ】 9 回/年 
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４  教職員エンゲージメ ント の向上 

【 䐷䐶】 人材の育成と 活用 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①人材育成研修の実施（ ＊重点）  ➀職位に応じ た研修を拡充し 、 実施し た。  

②ニーズに沿った職員研修の実施（ ＊重点）  
②Off ice 等のス キル研修の他、 法人状況に合わせ、 初めて開示請求研修を実施し

た。  

③【 附・ セ】 病院経営に資する 人材育成の推進のため、「 YCU 医療経営・ 政策プ

ロ グラ ム」 や「 ソ ーシャ ル・ イ ノ ベーショ ン研究プロ グラ ム（ Ｓ Ｉ МＢ Ａ ）」 の履

修支援 

③【 附】「 YCU 病院経営プロ グラ ム」 に 6 名（ 医師 5 名、 看護師 1 名） が受講 

【 セ】「 YCU 病院経営プロ グラ ム」 に 3 名（ 医師・ 看護師・ コ メ ディ カル各１

名） が受講 

④【 附】 各部のキャ リ アプラ ンに沿った院内外における 研修・ セミ ナーの履修支

援 

④【 附】 研修・ セミ ナー参加に関する 費用を公費で支出し 、受講を促進し た。700

件弱の研修費・ 学会費を補助し 、 職員のス キル向上を支援し た。  

⑤【 附・ セ】 管理職向けに病院経営を学ぶ外部研修（ 病院経営者育成塾等） への

参加の推進 

⑤【 附】 病院経営者育成塾に係長 級１ 名が参加し ている 。 ま た、 附属２ 病院合同

で、 新採用及び異動の事務職員を対象に病院経営に関する「 病院事務職員基礎研

修」 を開催し た。  

【 セ】 神奈川県主催のト ッ プマネジメ ント 研修などの受講勧奨を行った。  

⑥教職員意識調査（ 人事制度・ キャ リ ア形成関連）（ ＊中期）  R7 に実施 ⑥－（ R7 に実施）  
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【 䐷䐷】 教職員が生き 生き と 働く ための組織風土の醸成 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①ダイ バーシティ 推進計画の教職員や学生への周知及び関連情報の発信（ Ⅶグ）  
➀・ LGBTQ 関連の展示を学内 2 か所で実施し た。  

・ 女性リ ーダー活躍研修を実施し た。  

②法定雇用率引上げに向けた、 障害者の配属職場の新規開拓 ②今ま で障害者配属の無かった６ つの部署に、 新たに障害者を配属し た。  

③【 附・ セ】 病院職員の労働環境向上への体制づく り 、 取組の推進・ 実施 

③【 附】 院内保育所の一時保育と 曜日限定保育の利用枠を統合し 、 利用要件や 1

日あたり の定員数も 見直し た結果、医療従事者がそれぞれの勤務形態に合わせ

て柔軟に保育所を利用でき る よ う になった。 ま た、 キャ ンセル料期日の緩和な

ど職員がよ り 利用し やすい仕組みづく り について検討を進め、令和７ 年度から

の施行を予定し ている 。  

【 セ】 新体制での「 診療支援部」 のも と 、 DA の採用確保や DA 業務の拡充等

によ り 医師の負担軽減を推進し たほか、 多職種へのタ ス ク シフト ・ タ ス ク シェ

アを推進する など医療従事者が働き やすい環境を整備し た。  

④【 附・ セ】 医師の働き 方改革の着実な推進・ 実施（ ＊重点）  

④【 附】 長 時間労働医師に対する 面接指導が義務化さ れたこ と を受け、 該当者へ

の面接指導を実施し た。ま た面接指導実施にあたり 、新たに 1 名を面接指導医

師と し て追加し 、 体制強化を図った。 医師の勤怠管理シス テムが本格稼働し た

こ と で、こ れま で不明確であった兼業時間を合わせた時間外労働の把握が可能

と なり 、各医師の業務の全体像を踏まえた課題の共有・ 改善策の検討を進めた。 

【 セ】 医師事務作業補助者等他職種へのタ ス ク シフト ・ シェ ア、 各診療科部長

宛に時間外・ 休日労働時間実績の配信と 部長 会での情報共有、 補助金を活用し

た勤務環境改善等を実施し た。 結果と し て、 年間の上限規制（ 1,860 時間） を

超える 医師は発生せず目標を達成し た。  
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⑤【 附・ セ】 医師の事務作業負担軽減の推進のため、 上位区分の医師事務作業補

助体制加算の取得 

⑤【 附】 医師事務作業補助者を専門職化し 、 処遇改善を行った。 令和 8 年度の上

位加算の取得を目指し 、 採用活動・ 人材確保を進めた。  

【 セ】 上位区分の 15 対 1 を 4 月に届け出た。  

⑥教職員意識調査（ ダイ バーシティ 推進関連）（ Ⅶグ）（ ＊中期）  R7 に実施 ⑥－（ R7 に実施）  

定量的指標  

⑦離職率: 看護職（ １ 年以内） 10％以下/年、 看護職以外（ ３ 年以内） 10％以下/年 ⑦看護職（ １ 年以内） 15.57％/年、 看護職以外（ ３ 年以内） 10.87％/年 

⑧障害者雇用率（ ＊中期）: 2.8％/年（ 法定雇用率）  ⑧2.81% /年 

⑨配偶者の出産に伴う 休暇（ 3 日以上） の取得率（ ＊中期）: 100％/年 
⑨79.2％/年（ R5 年度実績から 25.4 ポイ ント 増加し た）  

※令和５ 年度 53.8％、 令和４ 年度 34.0％ 

⑩ダイ バーシティ 推進計画関連情報周知（ Ⅶグ）: 3 回/年 ⑩３ 回/年（ LGBTQ 展示・ 今年度の取組・ 多様な性について周知）  

⑪医師事務作業補助者数（ ＊中期）: 【 附】 32 名 【 セ】 44 名 ⑪【 附】 34 名 【 セ】 46 名 
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５  YCUの価値向上

【 䐷䐸】 創立 䐵䐴䐴周年事業の実現

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標 

①創立 100 周年記念事業プロ ジェ ク ト の実施（ ＊中期）

➀・ 創立 100 周年実行委員会を６ 回開催し た。

・ 取組内容を精査し 、 厳し い経営状況を考慮し たロ ード マッ プに改訂し た。

・ 駅前での代替案内掲示によ り 京急金沢八景駅の広告を廃止し 、 支出を 削減し た。

・ 学生企画と し て 100 周年記念動画を制作し 、 学内外での機運醸成に貢献し た。

・ 百年史 Web サイ ト を公開し た。

定量的指標 

②講演会開催件数: 2 回/年 ②5 回/年（ イ ベント 開催件数含む）

③百年史・ 関連リ ーフレッ ト 発刊回数: 2 回/年 ③３ 回/年（ 本学歴史紹介リ ーフ レ ッ ト 2 回、 100 周年 PR リ ーフレ ッ ト 1 回発刊）

【 䐷䐹】 卒業生連携 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標 

①卒業生と 大学のつながり を強化する 取組の実施（ Ⅵ地）（ ＊中期） ➀卒業生向け「 YCU 通信」 の発行や同窓会組織と の連携を実施し た。

定量的指標 

②卒業生と 大学と のつながり を強化する ためのイ ベント 開催（ Ⅵ地）: 4 回/年

（ 再掲【 10】、【 11】）
②5 回/年（ ホームカミ ングデー等卒業生と 連携し たイ ベント ）
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【 䐷䐺】 横浜市と 連携し たグロ ーバルネッ ト ワ ーク の構築 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定量的指標  

①横浜市と 連携し た国際交流活動の実施件数（ Ⅶグ）（ ＊中期）: 7 件/年 ➀8 件/年 

②世界大学ラ ンキング 500 位以内の海外大学と 交流を実施する 協定数（ Ⅶグ）: 3 校/年 ②3 校/年（ UK・ アベリ ス ト ウ ィ ス 大学、 UK・ ポーツ マス 大学、 豪・ キャ ンベラ 大学）  

 

 

【 䐷䐻】 戦略的広報の展開 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①広報戦略の推進（ ＊中期）  
➀令和 5 年度に策定し た広報戦略にも と づき 、具体的な取組や広報の留意点につ

いて、 広報委員会等で検討し た。  

②研究成果の国内外への情報発信 
②研究成果に関する プレ ス リ リ ース （ 国内 88 件、 海外 2 件）、 記者会見（ 1 件）

を行った。  

③教職員の広報マイ ンド の醸成 

③教職員一人ひと り が広報パーソ ンと なり 効果的な情報発信に取り 組むために、

広報基礎研修（ 11/29: 参加者 29 人）、 広報力アッ プ! 伝わる デザイ ン＆プロ モ

ーショ ン研修（ 3/19: 参加者 17 人） を実施し た。  

定量的指標  

④プレス リ リ ース メ ディ ア 掲載率 90％/年 ④93.6％/年  ※プレ ス リ リ ース 配信サイ ト 掲載含む 
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６  課題解決を 目指し た地域社会と の協働の推進 

【 䐷䐼】 コ ーディ ネート 機能の強化によ る 地域連携の推進 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①コ ーディ ネータ ーを中心と し た連携調整の推進（ Ⅵ地）  
➀横浜市の会議体やメ ールマガジンを通じ 、コ ーディ ネータ ーの活動周知を行っ

た。 ま た、 メ ールマガジンの市役所イ ント ラ ネッ ト への掲載を開始し た。  

定量的指標  

②地域貢献センタ ー相談対応件数（ Ⅵ地）（ ＊中期）     46 件/年 ②71 件/年 

③市の施策立案等に関わる 連携取組件数（ Ⅵ地）（ ＊中期）  34 件/年 ③38 件/年 
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７  医学部・ 病院等再整備事業を 見据えた取組の推進 

【 䐷䐽】 附属２ 病院における 連携の推進及び経営基盤の強化 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①【 附・ セ】 診療報酬の適切かつ確実な請求の実施及び施設基準の随時見直し に

よ る 上位区分の取得・ 新規施設基準の積極的取得 

➀【 附】 医学管理料は約 3,400 万の増収、 麻酔管理料は約 2,000 万増収し た。  

【 セ】・ 令和６ 年度診療報酬改定（ ６ 月） に適切に対応し 、 新設さ れた小児・ 周産

期・ 精神科充実体制加算、 救急患者連携搬送料等を届け出た。  

・ 手術の時間外等加算１ （ 一部診療科、 10 月）、 報告書管理体制加算（ 12 月）、

医療 DX 推進体制加算（ 12 月）、 総合機能評価加算（ 2 月） 等を届け出た。  

・ 既存の加算についても 算定強化を図り 、 救急医療管理加算 9,800 万円の増収、

入退院支援加算 4,100 万円の増収と なった。  

②【 附・ セ】 経営改善に向けた経営指標の活用 

②【 附】 各種経営指標を基に診療科毎の目標を設定し 、 年 2 回の病院長 ミ ーティ

ングを行った。 ま た、 課題のある 診療科を抽出の上、 8 月と 2 月に臨時病院長 ミ

ーティ ングを実施し 、経営改善に向けた具体的な取組の共有・ 意見交換を行った。 

国立大学病院管理会計シス テムを活用し 、 ベンチマーク 分析を行った。 ま た、 ユ

ーザー勉強会への参加し 分析内容の発表を行った。  

【 セ】 経営指標を活用し て、 経営戦略会議で課題の共有・ 検討し た他、 診療科毎

の目標を設定し て病院長 ミ ーティ ングで実績を示し ながら 、目標達成の方策等に

ついて意見交換を行った。  

③【 附・ セ】 附属２ 病院の医薬品と 試薬の合同入札や、 診療材料の共通化の推進 
③【 附・ セ】 医薬品・ 試薬の合同入札を実施し た。  

附属２ 病院で診療材料の共同購入、 共通化を推進し た。  

④【 附・ セ】 附属２ 病院間人事交流、 附属２ 病院と 医学部の連携強化の推進 

（ ＊中期）  

④【 医学部】 地域医療支援に関する 課題の把握・ 検討を行う ための地域医療支援

センタ ー設置に向けた準備と 関係課の調整、 プレ会議を実施し た。  
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・ 離職者・ 卒業生など貴重な人的資源を活用する YCU 看護アルムナイ ・ ネッ ト

ワ ーク 構築に向けた準備、 看護学科と 看護部間の調整を図った。  

・ 大学院、 附属２ 病院が連携し 、 学位未取得の病院助教に対し 、 博士学位を取得

する よ う 学内通達を取り ま と めた。大学院の進学及び博士学位取得に向けた取組

を推進し た。  

【 附・ セ】 看護師（ 附・ セ各 9 名） の人事交流を 9 月から 6 ヶ 月間実施し た 

・ 薬剤師レジデント （ 附 2 名/セ 3 名） の人事交流を１ 月から １ ヶ 月間単位で実

施し た 

・ Ｙ Ｃ Ｕ病院事務職員基礎研修にて 9 月に病院経営シミ ュ レーショ ンを実施し 、

10 月に病院経営改革案を発表、12 月には附属２ 病院長 にプレゼンテーショ ンを

実施し た。  

 

【 䐸䐴】 医学部・ 病院等再整備の検討 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①再整備事業全般に関する 市と の調整 ➀浦舟地区に整備する 新病院の事業規模等について、 市と 共に検討を行った。  

②再整備候補地の見直し に伴う 基本計画の調整・ 検討 
②再整備候補地の見直し に伴い、 教育・ 研究機能のあり 方等について内容の更新

を図り 、 基本計画（ 事業規模等を除く ） の市大案をと り ま と めた。  
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８  環境への配慮や交流を 意識し たキャ ンパス づく り  

【 䐸䐵】 環境へ配慮し たキャ ンパス づく り  

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①長 寿命化計画に基づく メ ンテナンス の実施（ ＊中期）  ➀計画に基づき 本校舎西棟空調更新工事に向け設計を実施し た。  

②金沢八景キャ ンパス の総合研究教育棟のＺ Ｅ Ｂ 化の検討 ②総合研究教育棟の設備機器の省エネについて検討し た。  

定量的指標  

③金沢八景キャ ンパス 総合体育館のＬ Ｅ Ｄ 化 10％/年 ③総合体育館 50％、 YCU ス ク エア 100％ 

 

【 䐸䐶】 交流を意識し たキャ ンパス の充実 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①交流・ 共創を推進する 施設機能の整備に向けた調整（ Ⅶグ）（ ＊中期）  ➀交流・ 共創拠点の環境整備に向けた検討、 調整を行った。  

②フリ ース ペース 整備計画と 総合研究教育棟の大規模改修と の調整 ②フリ ース ペース 整備に向けたス ケジュ ールの調整を行った。  

③安定的な国際混在型宿舎の確保と 交換留学生への提供（ Ⅶグ）  
③交換留学生宿舎希望者入居率: 100％ 

（ 後期交換留学生受入数増加に伴い、 関東学院大学と の契約室数を 8 室増室）  
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④交換留学生と 本学学生と の交流機会の創出（ Ⅶグ）  

④・ 交換留学生宿舎へ RA（ レ ジデンス アシス タ ント ） 配置を開始し 、 日本人学

生と 交換留学生の交流が深ま った。  

・ 交換留学生数大幅増加に伴い、 チュ ータ ー（ 学生ボラ ンティ ア） 人数を増やし

交流を拡充し た。 チュ ータ ーから 紹介さ れた友人、 部活やサーク ル等を通し て、

幅広く 日本人学生と の交流が可能と なった。  

・ 昨年に続き 交換留学生に母校紹介をし ても ら った。  
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Ⅴ 自己点検及び評価 

【 䐸䐷】 計画の浸透と 適切かつ効果的な自己点検・ 評価の実施及び情報公開 

 

令和 6 年度計画（ 指標）  令和 6 年度実績 

定性的指標  

①第三者評価の受審及び課題等への継続的な対応（ ＊中期）  ➀計画どおり 実施し た。  

②年度計画の自己点検・ 評価の実施及び教職員への情報共有 ②計画どおり 実施し た。  

③法人基本情報や教育・ 研究成果等の情報公開 ③法人データ の収集と 学外に向けた公開を行った。  

 

Ⅵ 地域貢献（ 横断的項目）  

 

【 ８ 】【 ９ 】【 10】【 11】【 12】【 14】【 19】【 21】【 23】【 24】【 25】【 䐷䐹】【 䐷䐼】 各項目の実績のと おり  

 

Ⅶ グロ ーバル展開（ 横断的項目）  

 

【 ２ 】【 ９ 】【 10】【 12】【 14】【 22】【 36】【 42】  各項目の実績のと おり  
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